
住所変更などの各種手続きについて
住所・氏名等の変更は、お取引の証券会社にお申
し出ください。

分配金について
分配金は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀
行ならびに郵便局（銀行代理業者）にお持ちいた
だくことでお受け取りいただけます。受取期間を
過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法
を指定し、上記の郵送物送付先及びお問い合わ
せ先へご郵送いただくか、みずほ信託銀行の本
支店窓口にてお受け取りください。また、今後の
分配金に関して、銀行振込のご指定等の手続き
をご希望の方は、お取引の証券会社等へお問い
合わせください。

この冊子はFSC®森林認証紙と植物油インキを使用しております。

■決算期日	
毎年1月末日、7月末日

■投資主総会
2年に1回以上開催

■同議決権行使投資主確定日
あらかじめ公告して定めた日

■分配金支払確定基準日
毎年1月末、7月末日
（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支
払いいたします。）

■上場金融商品取引所	
東京証券取引所
不動産投資信託証券市場（銘柄コード：3292）

■公告掲載新聞
日本経済新聞

■投資主名簿等管理人
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

■郵送物送付先及びお問い合わせ先
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
電話番号：0120-288-324（フリーダイヤル）
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本投資法人は、
｢地域社会の生活インフラ資産｣に投資する リートです。

商 業 施 設 等 は 、地 域 社 会 の 豊 か な 暮らしに 欠 か せ な い 存 在 で す 。

「 小 売 から暮らしを 支 える『 地 域 社 会 の 生 活 インフラ 資 産 』」という認 識 の もと、

本 投 資 法 人 は 商 業 施 設 等 を 主 な 投 資 対 象と位 置 付 け て い ます 。

そして 、「 商 業 施 設 等 へ の 投 資 を 通じて

人 々 の 豊 か な 生 活 の 実 現 及 び 地 域 社 会 へ の 貢 献 」を 基 本 理 念とし、

中 長 期 にわ たる 安 定した 収 益 の 確 保と運 用 資 産 の 着 実 な 成 長 を 目 指します 。

02 	 決算ハイライト
03	 ポートフォリオハイライト

04	投資主の皆さまへ

08	 新規取得資産の概要
11	 ｢活性化投資による内部成長」の実現
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14	 イオングループと共に成長する	
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Highlight

第5期 第6期 第7期（予想） 第8期（予想）

営業収益 9,164百万円 9,406百万円 11,190百万円 11,708百万円

当期純利益 2,969百万円 3,041百万円 3,534百万円 3,794百万円

総資産額 203,795百万円 204,447百万円 — —

純資産額 119,417百万円 119,489百万円 — —

1口当たり純資産額 109,536円 109,603円 — —

1口当たり分配金 2,724円 2,790円 2,695円 2,895円

決算ハイライト ポートフォリオハイライト
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1,000

2,000

686

第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期（予想） 第8期（予想）

2,461 2,473
2,790 2,695 2,8952,7243,000

（円）

監督役員
安保 智勇
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関 葉子
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河原 健次

1口当たり分配金の推移

1口当たり分配金

0
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16物件 17物件 17物件 23物件 23物件

第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

1,589 1,589
1,9431,943

2,000
（億円）

（注1）平成28年1月31日を基準日として、取得価額ベースにて加重平均した数値を記載しています。
（注2）取得価額は、当該不動産等の取得に要した諸費用（仲介手数料、租税公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された売買代金等）を記載しています。
（注3）平成28年1月31日を基準日として、残存賃貸借契約期間を記載しています。
（注4）期末帳簿価額には、信託建設仮勘定を含んでいません。
（注5）平成28年1月31日時点の不動産鑑定評価額を記載しています。

資産規模の推移

（前期比＋44億円）

（平成28年1月末時点）

23物件保有物件数

1,943億円取得価額合計（注2）

1,872億円期末帳簿価額（注4）

2,083億円不動産鑑定
評価額（注5）

11.6年平均築年数（注1）

18.0年平均残存
賃貸借契約期間（注3）

100％マスターリース稼働率

+211億円含み損益
（不動産鑑定評価額−
期末帳簿価額）

本投資法人は、平成25年11月に上場を果たし、

上場後5期目となる第6期決算を迎えることとなりました。

当期は、1月18日に公募及び第三者割当による

新投資口発行と資産の取得を発表し、中期3,000億円、

長期5,000億円の資産規模を目指すという目標に対し、

着実に実行してまいりました。

当期の1口当たりの分配金は、

予想2,710円に対し、80円プラスの2,790円と

なりました。第7期は1口当たり2,695円の分配金を予想しています。

今後も中長期に安定した分配金を確保できるよう、

日々の運営に努めてまいります。

2,790円

イオンレイクタウンmori2 3



今回は本投資法人初の、米国でのルール144Aに基づくグロー
バル増資を実施致しました。増資の調達資金265億円、新規借入
れ255億円と自己資金37億円を合わせて、5物件557億円の取
得により、資産規模は2,500億円まで増加します。
今回取得を予定している物件はいずれも、小売業という視点で見た

新規取得資産
取得前

新規
取得資産

新規取得資産
取得後

物件数 23物件 5物件 28物件
取得価額の
合計（注1）（注4） 1,943億円 557億円 2,501億円
総賃貸可能
面積     213万㎡     38万㎡    251万㎡

稼働率    100%    100%    100%
LTV
（敷金込み）   40.8% ─   43.0%
LTV
（敷金除く）   36.9% ─   39.0%

新規取得資産の概要 新規取得資産組入後
ポートフォリオの分散状況

Q1.	2月に実施した公募増資の概要とそ の評価についてお聞かせください。

取得した物件はいずれも、
小売業という視点で見たときには、
今後のポートフォリオの質をさらに向上させる
優良物件であると思っています。

着 実に“ 有 言 実 行 ”を 重 ねていくことで、投資家の皆さまから
信頼されていくリートで ありたいと思い、日々活動していきます。

つプロセスセンターであり、ロケーションを含めこの上な
い価値のある物件と捉えています。
また、商業施設につきましては、築年数の浅い物件を取得
することができたのと、首都圏の物件に関しては、土地付
きで購入できたことが今回の特徴といえると思います。

RSCでは、今までポートフォリオに含まれていなかった、千
葉県、奈良県、山梨県の物件が取得できましたので、より
地域分散を効かせることができました。

日銀のマイナス金利導入の発表を受けて、借入れコスト
も当初想定より安く収まっておりますので、結果として第
7期の1口当たり予想分配金は当初計画を上回る数字を
お知らせすることができました。

ときには、今後のポートフォリオの質をさらに向上させる優
良物件であると思っています。また同時に、RSCよりも若干
小規模なタイプのCSCと物流施設を初めて取得することに
より、ポートフォリオの多様化も進展させることができます。

なぜ物流施設かとお問い合わせを頂くこともありますが、
我々は上場当初より、機会があれば、小売、モノの流れを
支える物流施設を取得するというポートフォリオ構築方針
を定めておりましたので、その方針に沿った取得となりま
す。物件としましては、成長性が高い首都圏の「食」を支え
る流通加工（加工・製造・包装・値付け・仕分け）の機能を持

関東
37.8%

北海道・東北
9.4%

近畿 17.3%

中国・四国
13.8%

九州 10.1%

東海・北陸・中部
11.4%

マレーシア 0.3%SRSC
11.2%

RSC
80.6%

CSC 2.6%
物流施設 5.7%
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九州 10.1%

東海・北陸・中部
11.4%

マレーシア 0.3%SRSC
11.2%

RSC
80.6%

CSC 2.6%
物流施設 5.7%

物件タイプ比率

エリア比率イオンリート投資法人 執行役員 河原 健次

Top Interview

物件名 所在地 分類 取得
価額（注1）

鑑定
評価額（注2）

鑑定NOI
利回り（注3）

イオンモール大和郡山 奈良県
大和郡山市 RSC 145億円 146億円 6.0%

イオンモール千葉ニュータウン
（モール棟、シネマ・スポーツ棟）

千葉県
印西市 RSC 121億円 122億円 5.1%

イオンモール甲府昭和（注4） 山梨県
中巨摩郡 RSC 83億円 85億円 6.3%

イオン茅ヶ崎中央ショッピング
センター

神奈川県
茅ヶ崎市 CSC 64億円 64億円 5.3%

ダイエー川崎プロセスセンター 神奈川県
川崎市

物流
施設 142億円 145億円 5.3%

合計/平均 557億円 562億円 5.6%
（注1）取得予定資産を含みます。
（注2）イオンモール大和郡山、イオンモール千葉ニュータウン（モール棟、シネマ・スポーツ棟）、イオン茅ヶ崎中央ショッピングセ

ンター及びダイエー川崎プロセスセンターは、平成27年10月31日を価格時点、イオンモール甲府昭和は、平成28年2月
1日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された評価額を示しています。

（注3）「鑑定NOI利回り」は、取得予定時の不動産鑑定評価書に記載された直接還元法における運営純収益を、取得価額で除し
た数値を記載し、また、鑑定NOI利回りの平均は、「新規取得資産の鑑定NOIの合計÷新規取得資産の取得価額の合計」
の算式により算出しています。なお、「新規取得資産の鑑定NOI」は、新規取得資産に係る取得時の不動産鑑定評価書に
記載された直接還元法における運営純収益を使用しています。また、「NOI」とは、Net Operating Incomeの略称をい
います。

（注4）平成28年3月1日に実施した土地の追加取得に係る金額及び数値を含みます。以下同じです。

投 資 主 の 皆 さ ま へ
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16物件
1,583億円

17物件
1,589億円

17物件
1,589億円

23物件
1,943億円

平成26年1月期（第2期）（注1）
平成26年1月期末 平成26年7月期末 平成27年1月期末 平成27年7月期末

RSC
SRSC

海外不動産
RSC
SRSC

海外不動産RSC
SRSC RSC

SRSC

海外不動産

RSC
SRSC

CSC

海外不動産
物流施設

28物件
2,501億円

新規取得資産組入後

＋557億円

平成26年7月期（第3期） 平成27年1月期（第4期） 平成27年7月期（第5期）（注2）

686円
110,456円

2,461円
112,635円

2,473円
115,939円

2,724円
122,057円

1口当たり分配金
1口当たりNAV（注3）

＋353億円

更なる投資主価値の向上を目指します

3,000億円
5,000億円

中　期 長　期

SRSC
スーパーリージョナル型SC

RSC
リージョナル型SC

CSC
コミュニティ型SC

SM
スーパーマーケット

物流施設

海外不動産

NSC
ネイバーフッド型SC日

常
生
活
圏

大
規
模

広
域
商
圏

ポートフォリオ構築方針

80%以上

20%以下

10%以下

国内
85%以上

海外15%以下

NEW

NEW

（注1）	平成26年1月期における実質的な運用期間は71日です。
（注2）	本投資法人は、平成27年７月期にイオンモール水戸内原に隣接する土地の追加取得（105百万円）を行っており、平成27年７月期末の各種数値には、第１回PO（平成27年2月に払込みの

なされた本投資法人による公募増資及び第三者割当による新投資口発行をいいます。）時取得資産に加えて、イオンモール水戸内原（追加取得分）も含まれています。

（注3）「1口当たりNAV」は、単位未満切捨てにて算出しています。

Q2.	多様化するポートフォリオを支えるスポンサーサポートと
	 今後の取得方針についてお聞かせください。

本投資法人が成長していくということは、WIN-WIN
の関係上、投資主の皆さまのみならずイオングルー
プにもメリットがあるといえます。我々はイオング
ループの総合力を活用して、資産規模を拡大させな
がら、投資主の皆さまにお届けする巡航ベースの分配
金水準を着実に上げていくために、スポンサーのサ
ポートを今後も強化していきます。今期は物流施設に
関してイオングローバルSCM社、マレーシア不動産
投資に関してイオンビッグマレーシア社と、サポート

イオングループの総合力を活用して、
資産規模を拡大させながら、投資主の皆さまにお届けする巡航ベースの分配金水準を上げていきます。

会社を2社拡大いたしました。

今後も、物件をしっかり見極めながら資産規模の拡大
を図っていきます。ただし、単に資産規模を積み上げ
るだけの外部成長はしていくつもりはございません。
従前から中期で3,000億円、長期で5,000億円を資
産規模の目標として掲げておりますが、数字ありきで
外部成長していくのではなく、中長期的に投資主の皆
さまに分配金の成長をお届けできる物件を選んで成
長していくつもりです。

Q3.	小売マーケットの現状を踏まえ、
	 イオンリートとしてどのように対応されていく方針かお聞かせください。

お客さまの嗜好や消費スタイルは年々変化し、都市近
郊に人口が集中し地方が減少していく現象は避けて
は通れない現実だと捉えております。その中で郊外型

お客さまの嗜好の変化を捉えるべく、
質的改善を伴う設備投資を機動的に実行し賃料のアップにもつなげていきます。

RSCは、マーケット環境に柔軟に対応できるのが特長
と捉えており、そういった意味で我々はRSCを中心に
ポートフォリオを構築してまいりました。

実際に、取得してからも頻繁に改装等も行われている
という事もあり、高パフォーマンスを継続できている
商業施設ばかりだと考えております。

我々の商業施設の大半が、GMS（総合スーパー）業態
を核テナントとして導入しておりますが、GMSという
売り方自体は古いものになってきておりますので、商
業施設機能を維持したままもっとお客さまの嗜好の
変化に合わせてほしい物が揃っているお店を作り直
すという考えで、イオングループはGMS改革を進め

ております。直近では粗利率は顕著に改善してきてお
り、今後の我々のGMSは期待できると思っております。

本投資法人としては、質的改善を伴う設備投資を機動
的に実行し賃料のアップにもつながってきております。
第7期はイオンモール盛岡で本投資法人初の増床を
伴う活性化投資を控えております。今後も施設の運営
者であるイオングループと連携し商業施設価値の維
持・向上に資する設備投資は継続していきたいと思っ
ています。

Q4.	最後に、投資主の皆さまへメッセージをお願いします。

先ほども申し上げた通り、我々は資産規模目標を中期
3,000億円、長期5,000億円と掲げておりますが、こ
の目標に対しこれまで通り着実に実行してまいりたい
と思っています。
また、高い経済成長を取り込むべく海外へも目を向け
てまいります。Jリート初となる海外不動産保有法人
の株式取得（海外SPC投資スキーム）の実現及び質の
高い物件取得に向け、準備を進めてまいります。
また、今年の1月に「サステナビリティに関する方針」
を定め、GRESB調査への参加の準備を進めるなど、今

海外へも目を向けつつ、資産規模目標、中期3,000億円、長期5,000億円に向け、
この目標に対しこれまで通り着実に実行してまいりたいと思っています。

年度から環境・CSR対応に取り組んでまいります。環
境・CSR対応はイオングループとしても全社的に注力
している取り組みですので、本投資法人としても積極
的に進めていきたいと考えています。
様々な新しい取り組みを行っているところでして、どん
どん新しい物にチャレンジしていきたいと考えていま
す。最終的には、言ったことを着実に“有言実行”してい
くことで、投資家の皆さまから信頼されていくリートで
ありたいと思い、日々活動しております。ぜひ今後も、
本投資法人の成長にご期待いただければと存じます。

イオンモール甲府昭和イオンモール大和郡山 イオンモール千葉ニュータウン
（モール棟、シネマ・スポーツ棟）

ダイエー川崎
プロセスセンター

イオン茅ヶ崎中央
ショッピングセンター

Top Interview
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イオンモール
大和郡山郡山駅

櫟本駅

帯解駅

奈良駅

京終駅

筒井駅

近鉄郡山駅

九条駅

西ノ京駅

尼ヶ辻駅
新
大
宮
駅

関西本
線

近
鉄
橿
原
線

桜
井
線

西名阪
自動車道

第二

阪
奈
有
料
道
路

308

369

169

24

25

奈良市

大和郡山市役所
郡山城跡

法隆寺

唐招提寺

奈
良
市
役
所

754
41

天理IC
郡山IC

新規取得資産の概要

歴史・文化の街にふさわしい、エンターテイメントモール

主要幹線に接道、広域集客に恵まれる好立地
■奈良県を縦貫する国道24号線沿いに立地し、奈良市中心市街地を通る県道754号線も至近に
所在し、広域アクセスに恵まれた立地

■車によるアクセスは西側の片側2車線の国道、東側の生活幹線道路のいずれからもアクセス可
能であり、4,100台の十分なキャパシティを有する駐車場を確保

歴史・文化の街「大和郡山」「奈良」を訪れるインバウンド需要の取込み
■大和郡山市が属する奈良県には、数多くの歴史的観光名所が存在。京都と並ぶ日本の古都とし
て認知されている

■新規ショッピングセンターとしては初めてオープン時より中国の銀聯カードの決済サービスを
導入するとともに、TAX-FREE Shopを展開しインバウンドに対応

「デイリーユース」+「時間消費型」コンテンツを有したテナントラインナップ
■総テナント数約170店舗が入居する、消費者の多様なニーズに対応し得るテナントラインナッ
プを擁したリージョナル型ショッピングセンター

■3階には子供から大人まで楽しく遊べるアミューズメント施設の「楽市楽座」を奈良県最大級の
規模で展開

施設周辺の観光資源

法隆寺 東大寺 奈良公園

イオンモール大和郡山
取 得 価 額 14,500百万円

鑑 定 評 価 額 14,600百万円

所 在 地 奈良県大和郡山市

敷 地 面 積 165,392.18㎡

駐 車 場 台 数 3,295台

商 圏 人 口
３km圏 約  6.3万人
５km圏 約17.6万人
10km圏 約44.4万人

New Portfolio Properties

駐 車 場 台 数 3,800台

商 圏 人 口
３km圏 約  4.1万人
５km圏 約  7.8万人
10km圏 約54.1万人

地域住民の日常生活圏にありながら広域集客力にも優
れる商業適地に所在
■JR「東京」駅から約1時間の通勤圏のベッドタウンとして宅地開発が
進められ、住宅のみならず企業進出も進んでいる、行政・社会文化、
大規模商業等の集積する「千葉ニュータウン」内に所在するリージョ
ナル型ショッピングセンター

千葉ニュータウンの発展とともに施設の拡大・リニュー
アルを実施し、地域一番店に成長
■当施設は当初GMSを核としたイオン棟のみでの開業であったが、需
要の拡大に対応し、平成18年にモール棟、シネマ・スポーツ棟を隣接
地に増床

木下駅

小
室
駅

千
葉
ニュ
ー
タ
ウ
ン
中
央
駅

白
井
駅 北総

線

59

61

189

4

464

356

16

16

印西市

白井市

八千代市

船橋市

印西市役所

白
井
市
役
所

下手賀沼

イオンモール
千葉ニュータウン

地域の発展と共に拡大・変化を続けるエリア最大級の大規模商業施設

甲府商圏をカバーする、エリア唯一の本格的モール型ショッピングセンター

ロケーションの強み
■甲府盆地のほぼ中央に位置し、甲府エリア全地域をカバーできるロ
ケーションであり、商圏内でNo.1の競争優位性を確保

■リニア中央新幹線の新駅が甲府市南部の大津町に新設予定（2027
年）。観光客増加による経済波及効果は約170億円／年と予測※　

甲府昭和ＩＣ

甲府南ＩＣ南アルプスＩＣ

20

52

52

358
25

3開国橋

川
無
釜

昭和町役場昭和町役場

笛吹
川

常永駅

甲府駅

リニア中央新幹線
山梨県駅（予定）
リニア中央新幹線
山梨県駅（予定）

線
延
身

中央本線

昭和
バイ

パス

中央自動車道

道
車
動
自
断
横
部
中

イオンモール
甲府昭和

延 床 面 積 105,137.75㎡

竣 工 年 月 日 平成22年2月16日

駐 車 場 台 数 4,100台

商 圏 人 口
３km圏 約  8.5万人
５km圏 約23.8万人
10km圏 約67.8万人

RSC-21

イオンモール甲府昭和RSC-23

イオンモール千葉ニュータウン（モール棟、シネマ・スポーツ棟）RSC-22

※出典：山梨県「山梨県リニア活用基本構想」（平成25年3月）

MALL YAMATOKORIYAMA

MALL CHIBA-NEWTOWN

MALL KOFU SHOWA

取 得 価 額 12,190百万円

鑑 定 評 価 額 12,200百万円

所 在 地 千葉県印西市

今後もファミリー層の増加が期待される千葉ニュータ
ウン地区内に立地
■「千葉ニュータウン事業」は、首都圏における住宅・宅地需要に対応し、
北総地域の中核都市を形成することを目的としている

■千葉ニュータウン地区周辺は人口、世帯数ともに増加傾向
■大規模用地の希少性とBCP（Business Continuity Plan）（注）対応の観
点から安全性の高い内陸部である当エリアは物流施設・データセン
ターの進出が進み後背商圏も厚い

物件の強み
■「イオン甲府昭和店」を核とし約130の専門店を擁する。時間消費型
コンテンツを擁する甲府エリアで唯一の本格的モール型ショッピング
センター

■山梨県最大級のキッズゾーンに加え、山梨県最大級の座席数を誇る
フードコートを揃えている

取 得 価 額 8,389百万円

鑑定評価額 8,510百万円

所 在 地 山梨県中巨摩郡

敷 地 面 積 119,077.52㎡

延 床 面 積 66,417.84㎡

竣工年月日 平成23年3月11日

敷 地 面 積 44,379.35㎡

延 床 面 積 モール棟：70,593.58㎡
シネマ・スポーツ棟：36,819.72㎡

竣 工 年 月 日 モール棟：平成18年4月17日
シネマ・スポーツ棟：平成18年4月17日

（注）「BCP（Business Continuity Plan）」とは、事業継続計画のことであり、企業が自然
災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を
最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、
平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決
めておく計画のことです。
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New Portfolio Properties Internal Growth Strategy

（注）「BTS型」とはBuild To Suitの略称であり、入居テナントである特定企業のニーズに基づき用地を選定し、建物の仕様や設備に当該企業固有の要望を取り入れた物流施設をいいます。

（注）「活性化投資額」とは、運用物件の価値向上のための工事の請負代金をいいます。以下同じです。

活性化投資による効果

物件名称 賃料改定時期 活性化内容 活性化投資額（注） 賃料増額
（年換算）

投資額に対する
賃料増額率（年換算）

イオンモール直方 平成26年3月 地下駐車場雨水・排水対策工事等 109百万円 8百万円 7.4%
イオンモール水戸内原 平成26年4月 厨房汚水処理設備増設工事 74百万円 5百万円 7.7%
イオン相模原ショッピングセンター 平成26年10月 床張替、トイレの改装 　20百万円 1百万円 6.3%
イオンモール熊本 平成26年12月 照明器具のLED化 　53百万円 3百万円 6.7%
イオンレイクタウンkaze 平成27年4月 大規模リニューアル 312百万円 21百万円 6.8%
イオンモール日吉津 平成27年4月 大規模リニューアル 105百万円 8百万円 7.7%

平成26年以降に行った賃料増額を伴う主な活性化投資事例

活性化投資による効果

物件名称 実施時期 活性化内容 活性化投資額 賃料増額
（年換算）（予定）

投資額に対する
賃料増額率（予定）

イオンモール盛岡 平成28年4月予定 増床リニューアル 790百万円 57百万円 7.3％

増床を伴う活性化投資事例

平成28年3月4日  2階増床ゾーン「銀河モール」　増床リニューアルオープン
■第2期リニューアルとして、これまで立体駐車場として利用していた2階（約6,000㎡）に23店舗で構成する増床ゾーン「銀河モール」を新設
■既存棟においても、新たに16店舗を導入、核店舗「イオン盛岡店」も全面リニューアル
■第1期にオープン以来初の内外観フルリニューアルを実施、4月に完了する第2期リニューアルと合わせて102店舗のリニューアルを実施

第2期リニューアル

イオンモール日吉津 ～区画変更を伴う大規模リニューアル～
■「進化」をコンセプトに、ヤングファッションを中心に店舗を充実。山陰初出店11店
舗を含む22店舗を新規導入

■施設面では、フードコートの増設をはじめ、託児所の導入、フロア案内板の中国語
表記の実施によるインバウンド対応、ユニバーサルデザイン表示の整備等、すべて
のお客さまにとって、より便利で快適な“ワンストップソリューション施設”を目指す

活性化投資による、商業施設の競争力向上と賃料増額

イオンモール盛岡において増床を伴う大規模リニューアルを実施

フードコート

銀河モール

十間坂

茅ヶ崎市役所

茅ヶ崎警察署

千ノ川

市民文化会館
中央公園

イオン茅ヶ崎中央
ショッピングセンター
イオン茅ヶ崎中央
ショッピングセンター

イオンスタイル
湘南茅ヶ崎
イオンスタイル
湘南茅ヶ崎

相
模
線

東海
道本
線

茅ヶ崎市

茅ヶ
崎駅

北茅ヶ崎駅

1

1

45
404

川崎市役所

ダイエー川崎
プロセスセンター

武
蔵
白
石

横浜

川崎

鶴見

浜
川
崎

新横浜

川崎区

横浜市

横浜港

南武線

東
海
道
新
幹
線

鶴見線

東
海
道本線

第一京
浜

第一京
浜

横浜ベイブリッジ

首都
高速
湾岸
線

首都
高速
横羽
線

大
黒
線

1 15

132

357

浅田IC

デイリーユースの集客力を有する地域密着型商業施設

東京、横浜の二大消費地をカバーするイオングループの戦略的物流拠点

イオン茅ヶ崎中央ショッピングセンター

ダイエー川崎プロセスセンター

CSC-1

L-1

CHIGASAKI-CHUO SHOPPING CENTER

DAIEI-KAWASAKI PROCESS CENTER

取得予定価額 6,410百万円

鑑 定 評 価 額 6,430百万円

所 在 地 神奈川県茅ヶ崎市

ロケーションの強み
■JR「茅ヶ崎」駅の北側約600mに所在し、茅ヶ崎市北部を商圏とする
GMSを核としたコミュニティ型ショッピングセンター

■茅ヶ崎市は、東京、横浜のベッドタウンとして人気の高いエリアで人口
及び世帯数は、増加傾向にある

ロケーションの強み
■主要幹線道路へのアクセスが良好であり、東京と横浜の中間に位置
するため、二大消費地をカバーしやすく、東京港と横浜港の二大港
湾に加え、羽田空港へもアクセスしやすい24時間稼働が可能な物
流施設

■平成26年10月末日現在、イオングループ174店舗に商品を配送。
イオングループの首都圏における重要な戦略的物流拠点の1つ

敷 地 面 積 27,186.64㎡

延 床 面 積 63,008.00㎡

竣工年月日 平成12年10月13日

駐車場台数　1,060台 駐輪場台数　1,550台

商 圏 人 口
1km圏 約  2.8万人
3km圏 約19.8万人
5km圏 約37.3万人

物件の強み
■「イオン茅ヶ崎中央店」を核に約60の専門店を擁する、地域に密着し
たコミュニティ型ショッピングセンターで、特に食品を中心としたデイ
リーの集客力に強みを持つ地域一番店

■本物件の近隣に所在する「イオンスタイル湘南茅ヶ崎」は、アミューズ
メント系に強みを持つ店舗であり、食品等デイリーユースを主体とし
た本物件と棲み分けが図られている

イオングループの関東エリア配送における重要な物流拠点
■既存棟は5階建（倉庫スペースは4層）の低温物流センターであり、3、
4階を主に流通加工（加工・製造・包装・値付け・仕分け）のプロセスセ
ンターとして利用。イオングループの物流戦略上の重要施設

■増築棟は3温度帯（ドライ、チルド、フローズン）の低温物流センター
で、川崎市内では希少性がある。また、既存テナントの首都圏の中核
センターとして整備されたBTS型（注）の物流施設であり、長期安定的
な利用が見込まれる

取 得 価 額 14,280百万円

鑑定評価額 14,500百万円

所 在 地 神奈川県川崎市

敷 地 面 積 45,828.97㎡

延 床 面 積 既存棟：   42,743.29㎡　増築棟：      8,505.32㎡

竣工年月日 既存棟：平成9年4月22日　増築棟：平成24年9月2日

イオンレイクタウンkaze ～イオングループと協働した活性化投資～
■第1期と第2期の期間に分け大規模リニューアルを実施。準共有者であるイオングループと協働して「活性化投資」を行い大規模リニューアルを実施
■都市型MALLの「kaze」で新店96店舗、移転26店舗、改装33店舗の合計155店舗、生活創造型MALLの「mori」は新店85店舗、移転42店舗、改装
56店舗の合計183店舗をリニューアル

都市型ライフスタイル 健康志向への対応 “好感度”ファッション “かわいく、かっこよく” グルメ空間の刷新

「活性化投資による内部成長」の実現
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｢地域社会の生活インフラ資産」
千葉ニュータウン

◦千葉ニュータウン周辺は人口、世帯数ともに増加傾向にあり
ます。現在も宅地分譲が継続されており、世帯数の継続的な
増加が期待される地域です。なお、千葉ニュータウン周辺は
3人世帯以上のファミリー層が全国平均、千葉県平均に比較
して多く、世帯数の増加に伴い、ターゲット層であるファミ
リー層の増加も期待できます。

千葉ニュータウン
◦千葉ニュータウンは、千葉県白井市・印西市・船橋市にまたが
る新興住宅地であり、大きく分けて6つの地区があります。
◦千葉ニュータウン内には北総
鉄道北総線の6つの駅が各地
区に一駅ずつ存在しており、都
心と成田空港へのアクセスの
利便性を備えています。 木

下
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）
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イオンモール
千葉ニュータウン

印西市、白井市の人口及び世帯数の合計の推移
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商圏における世帯人員別割合

◦一方で、千葉ニュータウンの周辺には幅広く自然の里山風景
が広がっており、動植物とのふれあいやサイクリングなど各
種スポーツで自然との共生を楽しむことができます。東洋経
済新報社による「住みよさランキング2015」では、千葉ニュー

ビジュアルで理解

物流施設・データセン
ターの進出も進み、厚
い商圏

後背に広がる
住宅エリア

イオンモール千葉ニュータウン

国道464号線
千葉ニュータウン

中央駅

住みよさランキング2015 全国第1位

特性
■当施設は当初GMSを核としたイオン棟のみでの開業であったが、需要の拡
大に対応し、平成18年にモール棟、シネマ・スポーツ棟を隣接地に増床

■空中通路で回遊性を確保し、地域一番の180店舗を擁するモール型ショッ
ピングセンターへと成長

■平成19年11月にはエンジョイライフ棟をオープン。施設規模を拡大すると
ともに、広域集客力を有するドン・キホーテを誘致

■平成27年10月に、「気軽にたのしく時間を過ごせる“家族の憩い”と“地域
の集い”の場」をコンセプトに施設全体の40%にあたる合計69店舗（新規
26店舗、移転改装43店舗）の大規模リニューアルを実施

■専門店は「GAP」、「ライトオン」、「グローバルワーク」、「ABCマート」等、
ファミリー層をターゲットとする店舗を配置、ファミリー層が多い千葉
ニュータウンの立地に適合したテナントミックスを実施

イオンモール千葉ニュータウン
地域の発展と共に拡大・変化を続ける
エリア最大級の大規模商業施設

立地
■北総鉄道北総線「千葉ニュータウン中央」駅から徒歩約6分、地域住民の生
活動線上にあり、日常利用に適した立地

■東西からのアクセスは国道464号線から、南北路線は国道16号線に接続す
る船橋印西線／千葉龍ヶ崎線が国道464号線と交差し、広域集客力にも優
れる立地に所在

シネマ・スポーツ棟

エンジョイライフ棟

モール棟

イオン棟
シネマ・スポーツ棟
立体駐車場

モール棟
立体駐車場

屋外駐車場
（中央北第二駐車場）

屋外駐車場
（中央北第一駐車場）

エ
ン
ジ
ョ
イ
ラ
イ
フ
棟

平
面
駐
車
場

エ
ン
ジ
ョ
イ
ラ
イ
フ
棟

屋
上
駐
車
場

平成18年増床

平成19年増床

平成12年開業

施設と増床の沿革

Feature

シネマ・スポーツ棟
モール棟

イオン棟

エンジョイライフ棟

出典 ： 株式会社ビーエーシー・アーバンプロジェクト 「マーケットポテ
ンシャル評価報告書」（平成27年10月）

出典 ： 印西市および白井市のウェブサイト

タウンの中核となる市域である印西市が総合評価で全国1
位に4年連続（2012～2015
年）でランクインし、住みやす
さについて極めて高い評価
がなされています。
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デーリィファーム
（Dairy Farm） 4.6%

3.4%

2.8%

1.2%

13.7%

26.9%

11.4%

5.1%

テスコ
（Tesco）

セブン＆アイ
（7&I）

パークソン
（Parkson）

ストアコープ
（Store Corp）

三越伊勢丹
（Isetan Mitsukoshi）

イオングループ
（　　　   GROUP）

イオングループ
（　　　   GROUP）

Sponsor Support and Growth Strategy

GMS、大型専門店
（核テナント）

コミュニティ
施設

多数の専門店

アミューズメント
施設

大規模商業施設

平成17年

26.5 26.8 27.1 27.6 28.1 28.6 29.1 29.5 29.9 30.3

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成26年平成25年

イオングループと共に成長する戦略の実践
投資主価値最大化のためのウィン-ウィン（WIN-WIN）の関係の構築
◦本投資法人とイオングループがそれぞれ好循環に至る良好な関係、すなわち、ウィン-ウィン（WIN-WIN）の関係を構築
◦イオングループは、大規模商業施設をはじめとする様々な類型の商業施設を開発から運営まで一貫して実施できる総合力を有して
います。本投資法人は、この総合力を最大限活用することで、ポートフォリオの中長期的な成長を目指します

大規模商業施設の強み
●イオングループの大規模商業施設は、広い売場面積を活かし、多様
なテナントを戦略的にリーシング（注1）することが可能であり、更にリノ
ベーション（注2）を計画的に行うことで、長期的な観点で競争力を維持・
向上させることができるものと考えています

●イオングループの大規模商業施設は、消費者のライフスタイル・ニー
ズ等の変化に対応することができ、特定の商圏内におけるNo.1店舗
（地域一番店（注3））として、エリア内の競争優位性を確保できるものと
考えています

●イオングループは平成28年度の海外営業収益1兆円を目指し、アセアン地域（注1）に
おいてモール型ショッピングセンター（SC）を積極的に出店しています
●イオンマレーシア社は、マレーシアにおいて30年以上の業歴があり、マレーシアの小
売市場における主要プレイヤーとなっています

●イオンビッグマレーシア社はハイパーマーケット（注2）、スーパーマーケットの展開及び
ショッピングセンターの運営を行っており、小売市場においてプレゼンスを高めてい
ます

●イオングループは物流機能の集約化及び効率化を推進し、戦略的に物流拠点を配置・機能させることで、最適なグループのサプライチェーンを構
築しています
●商業施設と物流施設は密接不可分であり、イオングループの戦略を支える物流施設を本投資法人が取得することで、イオングループのサプライ
チェーンを支え、その結果として、イオングループのサプライチェーン全体の成長力と収益性を取り込むことが可能となります

成長投資の
実行

商業施設等の
運営

収益増加・
企業価値向上

REITに
商業施設等を
売却

2

3

4

1

イオン
グループ4

1

2

3

イオン
リート

資金調達力の
向上

イオン
グループから
商業施設等を
取得

資産規模の
拡大

投資主
価値の向上/
運用の
安定性向上

イオングループ物流拠点のポートフォリオへの取込み

イオングループの海外戦略とのシナジー

大規模商業施設の特徴

マレーシアの人口推移（単位：百万人）

商業
物流

海外

店舗型
小売店

複合型
小売店

出典：IMF World Economic Outlook Database, 2015年4月
（注）各数値は、小数点第2位を四捨五入して記載しています。

（注１）「アセアン地域」とは、インドネシア、マレーシ
ア、フィリピン、シンガポール、タイ、ブルネ
イ、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジ
アをいいます。

（注2）「ハイパーマーケット」とは、食品・雑貨・衣料・
住関連用品等生活に必要な商品を全て網
羅する豊富な品揃えと価格訴求力を持ち、
広い商圏を持つ巨大なスーパーマーケット
及び大規模ディスカウントストアをいいます。

イオングループの大規模商業施設開発

北海道・東北
●イオンモール旭川駅前	 北海道旭川市
●イオンモール苫小牧	 北海道苫小牧市
●イオンモール下田	 青森県上北郡
●イオンモール盛岡南	 岩手県盛岡市
●イオンモール名取	 宮城県名取市
●イオンモール秋田	 秋田県秋田市
●イオンモール天童	 山形県天童市
●ショッピングモールフェスタ	 福島県郡山市

●イオンモール大日	 大阪府守口市
●イオンモール大阪ドームシティ	 大阪府大阪市
●イオンモール四條畷	 大阪府四條畷市・寝屋川市
●イオンモール伊丹昆陽	 兵庫県伊丹市
●イオンモール橿原	 奈良県橿原市
●イオンモール和歌山	 和歌山県和歌山市

関東・甲信越
●イオンモールつくば	 茨城県つくば市
●イオンモール下妻	 茨城県下妻市
●イオンモール佐野新都市	 栃木県佐野市
●イオンモール高崎	 群馬県高崎市
●イオンモール浦和美園	 埼玉県さいたま市
●イオンモール羽生	 埼玉県羽生市
●イオンモール春日部	 埼玉県春日部市
●イオンモール与野	 埼玉県さいたま市
●イオン入間店	 埼玉県入間市
●イオンモール幕張新都心	 千葉県千葉市
●イオンモール木更津	 千葉県木更津市
●イオンモール多摩平の森	 東京都日野市
●イオンモール日の出	 東京都西多摩郡
●イオン秦野ショッピングセンター	神奈川県秦野市
●イオンモール新潟南	 新潟県新潟市
●イオンモール佐久平	 長野県佐久市
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●
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●

イオンモール旭川駅前

イオンモール沖縄ライカム

イオンモール四條畷

イオンモールとなみ

出典：イオン（株）提供の情報をもとに本資産運用会社が作成
（注１）	本書の日付現在の情報です。
（注2）	上図の物件は全てイオングループが開発した物件（開発中の物件を含みます。）であり、本書の日付現在、本投資法人が保有するものではなく、また、取得する予定はありません。

イオン・タマン・
ユニバーシティ・
ショッピング・センター

イオングループが開発した主要な大規模商業施設（開発中の物件を含む）

九州・沖縄
●イオンモール福岡伊都	 福岡県福岡市
●イオンモール福津	 福岡県福津市
●イオンモール八幡東	 福岡県北九州市
●イオンモール佐賀大和	 佐賀県佐賀市
●イオン大塔ショッピングセンター	長崎県佐世保市
●イオン八代ショッピングセンター	熊本県八代市
●イオンモール三光	 大分県中津市
●イオンモール宮崎	 宮崎県宮崎市
●イオンモール鹿児島	 鹿児島県鹿児島市
●イオンモール沖縄ライカム	 沖縄県中頭郡

東海・北陸
●イオンモール高岡	 富山県高岡市
●イオンモールとなみ	 富山県砺波市
●イオンモールかほく	 石川県かほく市
●イオンモール各務原	 岐阜県各務原市
●イオンモール浜松市野	 静岡県浜松市
●イオンモール大高	 愛知県名古屋市
●イオンモール名古屋茶屋	 愛知県名古屋市
●イオンモール扶桑	 愛知県丹羽郡
●イオンモール常滑	 愛知県常滑市
●イオンモール長久手	 愛知県長久手市
●イオンモール東員	 三重県員弁郡

●イオングループの開発した主要なSC
●イオングループによる主要な開発中（出店予定）のSC

中国・四国
●イオンモール鳥取北	 鳥取県鳥取市
●イオンモール出雲	 島根県出雲市
●イオン松江ショッピングセンター	島根県松江市
●イオンモール岡山	 岡山県岡山市
●イオンモール広島府中	 広島県安芸郡
●イオンモール広島祇園	 広島県広島市
●イオンタウン防府	 山口県防府市
●イオンモール高松	 香川県高松市
●イオンモール新居浜	 愛媛県新居浜市
●イオンモール今治新都市	 愛媛県今治市
●イオンモール高知	 高知県高知市

店舗所在地域の
お客さま

地域社会の生活インフラ資産

イオングループの戦略を支える物流施設

イオンリート
本投資法人が保有する

地域社会の生活インフラ資産

イオングループ
各店舗商業施設運営を

支える物流ネットワーク

商業施設の
海外展開

海外不動産保有法人の株式を取得する
場合があることを明確にするための規
約変更を実施（平成27年10月14日）

出典：イオンマレーシア社提供
の情報をもとに本資産運
用会社が作成

（注）	上図の物件は全てイオン
マレーシア社が運営する
店舗であり、本投資法人の
保有物件を除き、本書の日
付現在、本投資法人が保有
するものではなく、また、取
得する予定はありません。

マレーシアにおける
イオングループの主な店舗

マレーシアにおけるイオングループの市場占有率 （平成26年度売上高ベース）

（注１）「リーシング」とは、テナントと賃貸借契約を締結すること又はそれに向けた活動
を行うことを指します。

（注２）「リノベーション」とは、本投資法人の保有資産につき、維持管理のための修繕等
を超えて、保有不動産の価値や競争力を向上させる資本的支出ないし物件の工事を行うことを指します。

（注3）｢地域一番店」とは、当該商業施設における商業的な構成要素（品質、価格、品揃え、評判等）において、その商業施設が商圏とする地域において、多くの顧客から最
も高い評価を得ている商業施設を一般的に指す用語です。本投資法人は、このような地域一番店を中心とするポートフォリオを構築することで投資主価値の向上
を目指しています。

多様な品揃え・店揃え 回遊性の向上

大型化により商業施設の付加価値・競争力が向上

レジャー/コミュニティ拠点

近畿
●イオンモール草津	 滋賀県草津市
●イオンモール京都五条	 京都府京都市
●イオンモール京都桂川	 京都府京都市・向日市
●イオン喜連瓜破店	 大阪府大阪市
●イオンモール堺鉄砲町	 大阪府堺市
●イオンモールりんくう泉南	 大阪府泉南市

デーリィファーム
（Dairy Farm） 4.6%

3.4%

2.8%

1.2%

13.7%

26.9%

11.4%

5.1%

テスコ
（Tesco）

セブン＆アイ
（7&I）

パークソン
（Parkson）

ストアコープ
（Store Corp）

三越伊勢丹
（Isetan Mitsukoshi）

イオングループ
（　　　   GROUP）

イオングループ
（　　　   GROUP）
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投資主とイオングループの利益一致を図る取組み

Leveraging Collective Capability of            Group

13カ国に広がる
イオングループ

連結子会社、持分法適用関連会社の店舗及び
駐在員事務所の数
※友好提携会社を含みます。 

●GMS（総合スーパー） 
●SM（スーパーマーケット） 
●DS（ディスカウントストア）
●ホームセンター
●コンビニエンスストア
●専門店
●ドラッグストア 
●その他（小売）
●金融
●サービス
●その他

598店舗
1,708店舗
152店舗
123店舗

4,463店舗/カ所（※）
3,664店舗
3,146店舗
589店舗
531カ所

1,394カ所
7カ所

合計 18,008店舗/カ所

オーストラリア
●1カ所

日本
●541店舗
●1,929店舗
●357店舗
●121店舗
●2,151店舗
●3,890店舗
●3,347店舗
●889店舗
●171カ所
●155カ所
●359カ所
●1,460カ所

カンボジア
●1店舗
●1カ所
●6カ所
●2カ所

ラオス
●1カ所

ミャンマー
●1カ所

インド
●3カ所

韓国
●2,002店舗

インドネシア
●6店舗
●8カ所

マレーシア
●29店舗
●8店舗
●24店舗
●18カ所
●54カ所 
●55カ所
●1カ所

タイ
●75店舗
●219カ所
●37カ所
●1カ所

フィリピン
●454店舗
●1カ所
●2カ所

中国
●45店舗
●18店舗
●53店舗
●42店舗
●30店舗
●15カ所
●42カ所
●80カ所
●5カ所 ベトナム

●2店舗
●17店舗
●2カ所
●4カ所
●4カ所
●1カ所

平成27年2月末日現在

イオングループの総合力の活用と投資主価値の最大化

テナント企業とのパートナーシップ強化
イオングループ各社の商業施設に入居するテナントを会員とする「イオン同友店会」を活用することによって強固なリレーションを構築

一人ひとりの「現場力」向上
お客さまニーズにタイムリーに対応する「現場力」養成のための独自の教育体系を実施

スケールメリットを活かしたエリア戦略によるグループ総合力の発揮
国内外に広がる幅広い店舗網によるスケールメリットを活かし、効率的なオペレーションシステムの構築によるローコスト運営への転換を図り、また、
同一商圏内におけるモール同士のポジションや役割を明確にすることで、グループ資産を最大限活用しマーケットシェアを拡大することを目指す

イオングループは、ショッピングモールの開発から管理・運営までをトータルに展開しています。

電子マネー「WAON」 
年間取扱高

1兆9,261億円

連結営業収益
7兆785億円

3,567万人
イオンフィナンシャル

サービス（株）
連結カード会員数

44万人
グループ従業員数

シナジーの創出

ディベロッパー
事業小売事業

サービス
事業

総合
金融事業

相乗効果（シナジー）
を追求する複合的な
事業展開

運営
Operation

時代とお客さまの
変化を捉えて運営

日々、モールを訪れるお客さまに最高の満足をお届けするとともに、お客さまの変化を見
据えたリニューアルを通じてモール価値を高め続けます。

国内外で地域特性に
応じてモール開発

グループの経営資源を活かして、国内各地で地域特性に応じたモール開発を進めるとと
もに、中国やアセアン地域など海外への出店にも注力しています。

立地調査
●開発物件の	
パイプライン

●投資採算予測

SC企画
●商業空間づくり
●コンセプト/	
テーマ性

開発
●タイムリーな
許認可取得

建設
●コンセプトを具体化す
る基本設計
●効率的な建設プラン

ビジネスフロー

リニューアル
●地域マーケットの変化に対応
した活性化・増床によるモー
ル価値の維持向上

モール管理・運営
●エンターテインメント空間
の創造

●低コスト運営

リーシング
●テナント誘致力
●テナントミックス/入れ替え

地域の変化とともに持続的に成長していく商業施設の開発・運営

効率的かつ戦略的なモールオペレーションのための組織作り

イオンリート投資法人
イオン・リートマネジメント株式会社

ポートフォリオの中長期的な成長

イオングループの総合力

パイプラインサポート契約

SCマネジメント契約 物流施設マネジメント契約

スポンサーサポート契約

商標使用許諾契約

マレーシア不動産投資に
関する覚書 主なサポート契約内容

パイプラインサポート会社
SCマネジメント提供会社

パイプラインサポート会社
物流施設マネジメント提供会社

イオンモール（株）
イオンリテール（株）
イオン北海道（株）
イオン九州（株）
イオン琉球（株）
イオンタウン（株）

NEW  イオングローバルSCM（株）

スポンサー会社

イオン（株）

マレーシア不動産投資に
関するサポート会社

●	保有物件の情報提供

●	イオングループ運営の
商業施設等に係る優先
交渉権の付与

●	第三者保有物件の売却
情報の提供

合計

●GMS（総合スーパー）
●SM（スーパーマーケット）	
●DS（ディスカウントストア）
●HC（ホームセンター）
●CVS（コンビニエンスストア）
●専門店
●ドラッグストア	
●その他（小売）
●モール型SC（ショッピングセンター）
●NSC（近隣型ショッピングセンター）
●金融
●サービス
●その他

18,740店舗/カ所

618店舗
2,030店舗
381店舗
121店舗
4,683店舗
3,932店舗
3,347店舗（注1）
919店舗
207カ所（注2）
155カ所（注3）
698カ所
1,640カ所

9カ所

連結子会社、持分法適
用関連会社の店舗及
び駐在員事務所の数
（注1）友好提携会社

を含む
（注2）名称が「イオン

モール」のSC
に加え、総賃貸
面積20,000㎡
以上のものを
含む

（注3）名称が「イオン
タウン」のNSC

イオングループの総合力を活用するため、本投資法人及び本資産運用会社は、イオン（株）との間で、「スポンサーサポート契
約」及び「商標使用許諾契約」を、イオングループ各社との間で、「パイプラインサポート契約」、「SCマネジメント契約」及び「マ
レーシア不動産投資に関する覚書」をそれぞれ締結しています。

また、本投資法人及び本資産運用会社は、平成27年12月1日付でイオングローバルSCM株式会社と新たに「パイプラインサ
ポート契約」及び「物流施設マネジメント契約」を締結し、また、AEON BIG （M） SDN. BHD. （イオンビッグマレーシア社）と新
たに「マレーシア不動産投資に関する覚書」を取り交わし、外部成長の基盤をより強固なものとすべく施策を実践しています。

13カ国に広がるイオングループ

イオングループの開発力と運営力

イオン（株）による投資口の保有

保有比率 19.9% を保つことに努める 

イオングループとの物件の共同保有

共同保有物件 3件 （本書の日付現在）

投資口累積投資制度（るいとう）の導入

■本投資法人及び本資産運用会社の役職員が証券会社の累積投資制度を利用して本投資法人の投資口を取得できる制度を平成26年５月１
日付で導入

■投資口価格の価値向上及び業績向上への意識を高め、投資主の皆さまの利益と合致した経済的な動機付けを付与

投資口1口当たり分配金に連動する運用報酬体系の導入（いずれも上限料率）

■運用報酬Ⅰ：総資産額×0.3％×（運用日数／年）

■運用報酬Ⅱ：運用報酬Ⅱ控除前1口当たり分配金×NOI（注1）×0.001％
（注1）「NOI」とは、当該営業期間における不動産賃貸収益の合計から不動産賃貸費用（減価償却費及び固定資

産除却損を除きます。）を控除した金額をいいます。

■取得報酬：取得代金×0.5％（注2）

■処分報酬：処分代金×0.5％（注3）

（注2） 利害関係人との取引：取得代金×0.25％
（注3） 利害関係人との取引：処分報酬なし

開発
Development

イオングループのサポート体制の拡充

AEON CO.（M）BHD.
（イオンマレーシア社）

NEW  
AEON BIG （M） SDN.BHD.
（イオンビッグマレーシア社）
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営業収益の増加に伴い営業利益も増加
し、前期比83百万円の増益となりました。

第5期取得物件に係る支払地代や資産運
用報酬の発生等により、前期比158百万
円費用が増加しました。

損益計算書（要旨）

Commentary of Financial Statements

その他財務指標の解説 （平成28年1月末日現在）

財務諸表解説
決算内容（要旨）第6期（平成28年1月期）の決算内容を財務諸表（要旨）を用いて簡単にご説明いたします。

科目 第5期
（平成27年7月期）

第6期
（平成28年1月期） 増減

営業収益 9,164 9,406 241

営業費用 5,658 5,817 158

　賃貸事業費用 5,168 5,265 97

　（うち減価償却費） 2,659 2,677 17

営業利益 3,505 3,588 83

営業外収益 4 6 1

営業外費用 531 546 14

経常利益 2,978 3,048 70

当期純利益 2,969 3,041 72

1口当たり分配金（円） 2,724 2,790 66

科目 第5期
（平成27年7月期）

第6期
（平成28年1月期） 増減

資産の部 

流動資産 13,054 16,291 3,237

固定資産 190,604 188,041 △2,563

　有形固定資産 166,553 164,116 △2,437

　無形固定資産 23,137 23,137 ─

　投資その他の資産 913 787 △126

繰延資産 136 114 △21

資産合計 203,795 204,447 652

負債の部 

流動負債 2,865 10,445 7,579

　短期借入金 2,000 ─ △2,000

　1年内返済予定の長期借入金 ─ 9,000 9,000

　その他流動負債（注） 865 1,445 579

固定負債 81,512 74,512 △7,000

　投資法人債 ─ 2,000 2,000

　長期借入金 73,400 64,400 △9,000

　預り敷金及び保証金
　（信託預り敷金及び保証金含む） 8,112 8,112 ─

負債合計 84,378 84,958 579

純資産の部 

　出資総額 116,447 116,447 ─

　剰余金合計 2,970 3,042 72

純資産合計 119,417 119,489 72

負債・純資産合計 203,795 204,447 652

貸借対照表（要旨）

第5期に実施した6物件の新規取得及び
イオンモール水戸内原の隣地追加取得
並びにイオンレイクタウンkaze及びイ
オンモール日吉津の活性化投資による
収益増加が通期で寄与したこと、大雨被
害等による保険金収入が発生したこと
等により、前期比241百万円の増収とな
りました。

減価償却26億円による資産残高の減少
と、資本的支出2億円による資産残高の
増加の結果、有形固定資産は前期比24
億円減少しました。
減価償却費相当額の内部留保資金を最
適に配分することで、資金効率を高め、
キャッシュ・フローを安定化させます。具
体的には、①収益力の向上に資する投
資、②財務基盤の安定化への施策、③投
資主への資本政策上の配慮を行うこと
で、中長期的な投資主価値の向上を図り
ます。

当期に本投資法人初となる投資法人債
20億円を発行しました。調達した資金を
既存の短期借入金20億円の返済資金
に充当することにより、負債期限の分散
化、長期化及び資金調達手段の多様化
を図っています。

本投資法人の保有する資産総額に対す
る、有利子負債残高に預り敷金及び保
証金並びに信託預り敷金及び保証金を
加えた額の割合です。

有利子負債合計に対する長期有利子負債
（１年内返済予定の長期借入金を含みま
す。）の割合です。

（単位 : 百万円） （単位 : 百万円）

第5期取得物件に係る新規借入金の支
払利息が通期で発生したこと等により、
前期比14百万円費用が増加しました。

上記の各主要因を総合した結果、前期
比72百万円（同2.4％）の増益となりま
した。

前期比66円増配の2,790円、4期連続
の増配となりました。

Point
1

減価償却費相当の資金の内部留保及び
第5期取得物件に係る未収消費税等の
還付等により、未収消費税等の残高が
前期比12億円減少し現金及び預金（信
託現金及び信託預金含む）が前期比44
億円増加しました。

テナントから預託された敷金及び保証
金の当期末残高は81億円となっていま
す。低コストかつ長期に安定した資金と
して有効活用していきます。

Point
2

Point
5

Point
6

Point
8

Point
9

Point
10

Point
7

LTV（敷金込み） 40.8％ 長期有利子負債比率 100％ 長期発行体格付AA–（安定的）
（株式会社日本格付研究所（JCR））

LTVのターゲットをはじめとする明確な財務方
針のもと保守的な財務運営を行っており、メガ
バンクを中心とした金融機関との強固かつ安定
的な取引関係を有し、株式会社日本格付研究所
よりAA-の長期発行体格付を付与されています。

Point
11

当期末における有利子負債残高は754
億円、LTV（総資産に対する、有利子負債
残高に預り敷金及び保証金並びに信託
預り敷金及び保証金を加えた額の割合）
は40.8％であり、盤石な財務基盤を構築
しています。

Point
3

Point
4

P18損益計算書（要旨）及びP19貸借対照表（要旨）は、ご説明のためのものであり、監査済財務諸表はFinancial Section P44以降の　Ⅱ.貸借対照表　
Ⅲ.損益計算書をご覧下さい。

（注）その他流動負債は、「営業未払金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」「未払消費税等」「その他」を合計した金額です。
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戦略的なキャッシュ・マネジメント
本投資法人のポートフォリオの特徴から、減価償却費の不動産価格に対する割合が大きくなる傾向があります。本投資法人は、減価償却
費相当額の内部留保金を含む手元資金をその時々の状況に応じて最適に配分していきます。

❶ 収益力の向上に資する投資
効率的な
資金の活用による
成長

a. 新規物件取得資金への充当

b. 活性化投資による物件の収益力・競争力向上

❸ 投資主への資本政策上の配慮
d. 利益超過分配の実施

e. 自己投資口取得等を通じた資本の効率化

❷ 財務基盤の安定化への施策 c. 有利子負債返済による負債コストの削減

中止又は内容変更の指示

中止又は内容変更の指示 差し戻し

承認されなかった場合

部署ごとの起案
コンプライアンス・
オフィサーによる

承認

投資委員会※に
おける審議及び

決議

本投資法人役員会
による承認

取締役会への
報告

コンプライアンス
委員会※による
審議及び決議

※外部委員の出席及び賛成が決議成立の必須要件

STOPSTOP

イオングループからの資産の取得等の利害関係者取引に関する本資産運用会社の意思決定については、以下のとおりイオングループと
利害関係のない第三者の意見が反映される仕組みが構築されています。

意思決定プロセス

盤石な財務基盤の構築と資金調達手段の多様化の推進

LTV（敷金込み） 40.8%

平均借入残存期間 4.0年

LTV（敷金除く） 36.9%

平均調達金利 0.95%

長期有利子負債比率 100.0%

長期発行体格付 AA-（安定的）
（株式会社日本格付研究所（JCR））

固定金利比率 87.1%

財務ハイライト

透明性の高い運営体制

Financial Strategy Corporate Governance

（注1）協調融資団は、みずほ銀行、三井住友銀行、三井住友信託銀行、三菱東京UFJ銀行、農林中央金庫、みずほ信託銀行、三菱UFJ信託銀行、りそな銀行、イオン銀行、日本政策投資
銀行、百五銀行、広島銀行、三重銀行、七十七銀行、千葉銀行により組成されています。

（注2）全国銀行協会が公表する日本円Tiborをいいます。ただし、対応する期間が存在しない場合、線形按分の方法によりエージェントが合理的に定めた利率をいいます。
（注3）変動金利による借入ですが、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、金利スワップの効果（金利の固定化）を勘案した利率をいいます。

（3）返済期限の分散化
第6期末時点の返済期限の分散状況は以下のとおりであり、有利子負債の長期固定化と
返済期限の分散化を推進します。

（1）第6期末時点の有利子負債（投資法人債含む）の状況

区分 借入先 残高 借入日／発行年月日 返済期限／償還期限 利率内訳
1年内返済予定の長期借入金

株式会社みずほ銀行、
株式会社三井住友銀
行及び三井住友信託
銀行株式会社をアレ
ンジャーとする協調
融資団（注1）

90億円 90億円 平成25年	11月25日	（当初借入期間3年） 平成28年10月20日 変動金利	 （基準金利（注2）＋0.25%）

長期 644億円

270億円 平成25年	11月25日	（当初借入期間5年） 平成30年10月22日 実質固定金利	 （注3） 0.78125%

220億円 平成25年	11月25日	（当初借入期間7年） 平成32年10月20日 実質固定金利	 （注3） 1.17250%

50億円 平成25年	11月25日	（当初借入期間10年） 平成35年10月20日 実質固定金利	 （注3） 1.76375%

7億円 平成27年	 2月27日	（当初借入期間2年8ヶ月） 平成29年10月20日 変動金利	 （基準金利（注2）＋0.25%）

12億円 平成27年	 2月27日	（当初借入期間4年8ヶ月） 平成31年10月21日 実質固定金利	 （注3） 0.61910%

40億円 平成27年	 2月27日	（当初借入期間6年8ヶ月） 平成33年10月20日 実質固定金利	 （注3） 0.88915%

45億円 平成27年	 2月27日	（当初借入期間9年8ヶ月） 平成36年10月21日 実質固定金利	 （注3） 1.40390%

第1回無担保投資法人債 20億円 平成27年10月13日	 平成37年10月10日 固定金利	 0.961%

有利子負債の状況

適切なLTV水準を継続するとともに、有利子負債の長期固定化と返済期限の分散化を推進します。 イオングループとの連携を深めつつ、中長期的に成長していくための適切な判断を行える運営体制を構築し
ています。

（2）投資法人債の発行
資金調達手段の多様化を推進するた
め、本投資法人初となる投資法人債を
発行しました。

年限 10年
発行総額 20億円
利率 0.961%
発行日 平成27年10月13日
格付 AA－（JCR） 0

50
100
150
200
250
300 ■ 借入金　■ 投資法人債
（億円）

平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年 平成37年

790

270

12

220

40 50
2045

サステナビリティへの取り組み
業務全般におけるESG（環境・社会・ガバナンス）への配慮と、そのためのステークホルダーとの協働を図ってま
いります。

❶低炭素社会の実現のため、エネルギー効率の継続的な改善、ならびに再
生可能エネルギーの活用により、温室効果ガスの排出削減に取り組み
ます。

❷生態系の保全を考慮し、植樹活動など不動産の運用を通じた自然との
共生を推進します。

❸持続可能な資源利用のために、節水と、資源のリデュース・リユース・リ
サイクル（3R）を推進することで、省資源、資源循環に取り組みます。

❹環境に関わる法規制等を遵守し、環境汚染の予防に努めます。

❶環境に関する教育や研修を実施することにより、役職員の環境意識を
高めるとともに、従業員の多様性やワークライフバランスに配慮する
よう努めます。

❷イオングループの総合力を活用し、エンドテナント（同友店）などパー
トナー企業の従業員の皆さまに対して快適な職場環境の提供に努める
など、健全な協力関係を築きます。

❸不動産運用に係るサプライチェーン全体でのESGの取り組みを推進す
るため、グリーン調達の実施に努めます。

❹ボランティア活動の支援や、地域の人々が集う教育や情報交換の場を
提供するとともに、被災時には復興拠点として地域に協力することに
努めます。

❺ESGに関する情報を投資家に積極的に開示し、投資家との対話に努め
ます。また、グリーンビルディング認証の取得に継続的に取り組みます。

サステナビリティに関する方針 ※平成28年1月14日付で策定 環境・社会への取り組み事例

取り組み評価

防災対応
■防災性能向上のための地下駐車場雨水・排水対策工事（イオン
モール直方）

水質汚濁防止対応
■飲食テナント増加に伴う厨房汚水処理設
備の増設工事（イオンモール水戸内原）

省エネルギーの推進
■館内温度維持のための防風スクリーン設
置（イオンモール明和）

■照明器具のLED化（イオンモール熊本）
■高効率空調工事の実施（イオンモール倉敷等）

ユニバーサルデザインの導入
■ユニバーサルデザイントイレ導入
（イオン相模原ショッピングセンター等）

SMBCサステイナブル
ビルディング評価融資
「ゴールド評価」商業施設第1号

1. 環境に関する取組み

2. ステークホルダーとの協働

「国際ショッピングセンター協会
サステナブルデザインアワード」最高賞

イオンモール加西北条 イオンレイクタウン

防風スクリーン

ユニバーサルデザイントイレ
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イオンリートのポートフォリオ

物件番号 物件名称 取得年月 所在地 取得価額
（百万円）

投資比率
（％）

不動産鑑定評価額
（百万円）

総賃貸可能面積
（㎡）

SRSC-1 イオンレイクタウンmori 平成25年11月 埼玉県越谷市 21,190 10.9  23,000 160,387.00

SRSC-2 イオンレイクタウンkaze 平成25年11月 埼玉県越谷市 6,730 3.5  7,670 127,183.81

RSC-1 イオンモール盛岡 平成25年11月 岩手県盛岡市 5,340 2.7  5,650 98,968.59

RSC-2 イオンモール石巻 平成25年11月 宮城県石巻市 6,680 3.4  7,020 60,682.20

RSC-3 イオンモール水戸内原（注1） 平成25年11月 茨城県水戸市 16,565 8.5  18,012 159,997.49

RSC-4 イオンモール太田 平成25年11月 群馬県太田市 6,860 3.5  7,940 93,165.27

RSC-5 イオン相模原ショッピングセンター 平成25年11月 神奈川県相模原市 10,220 5.3  10,700 75,056.62

RSC-6 イオンモール大垣 平成25年11月 岐阜県大垣市 4,950 2.5  5,160 64,246.26

RSC-7 イオンモール鈴鹿 平成25年11月 三重県鈴鹿市 9,660 5.0  10,100 125,236.10

RSC-8 イオンモール明和 平成25年11月 三重県多気郡 3,290 1.7  3,620 44,193.80

RSC-9 イオンモール加西北条 平成25年11月 兵庫県加西市 7,230 3.7  7,610 48,229.25

RSC-10 イオンモール日吉津 平成25年11月 鳥取県西伯郡 7,780 4.0  8,320 102,045.24

RSC-11 イオンモール倉敷 平成25年11月 岡山県倉敷市 17,890 9.2  19,000 157,274.78

RSC-12 イオンモール綾川 平成25年11月 香川県綾歌郡 8,740 4.5  9,190 113,149.07

RSC-13 イオンモール直方 平成25年11月 福岡県直方市 11,250 5.8  12,900 151,969.51

RSC-14 イオンモール熊本 平成25年11月 熊本県上益城郡 14,060 7.2  15,000 101,132.38

RSC-15 イオンモールKYOTO 平成27年  2月 京都府京都市 21,470 11.0  22,200 136,468.45

RSC-16 イオンモール札幌平岡 平成27年  2月 北海道札幌市 5,900 3.0  6,230 78,360.81

RSC-17 イオンモール釧路昭和 平成27年  2月 北海道釧路市 1,780 0.9  1,900 51,763.05

RSC-18 イオンモール利府 平成27年  2月 宮城県宮城郡 2,560 1.3  2,730 66,385.29

RSC-19 イオンモール山形南 平成27年  2月 山形県山形市 1,350 0.7  1,450 53,487.94

RSC-20 イオンモール四日市北 平成27年  2月 三重県四日市市 2,210 1.1  2,370 41,417.23

国内小計 193,705 99.7 207,772 2,110,800.14 

M-1 イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター
（AEON Taman Universiti Shopping Centre） 平成26年  6月 マレーシア国

ジョホール州
658 0.3 583 22,870.45（20百万RM（注2）） （20百万RM（注2））

海外小計 658 0.3 583 22,870.45

合計 194,363 100.0 208,355 2,133,670.59 

（注1）	当物件は、不動産信託受益権部分のほかに、不動産部分（平成27年４月28日追加取得した隣接土地部分：取得価額105百万円、期末帳簿価額107百万円、不動産鑑定評価額
112百万円）を含みます。	 	 	 	 	 	 	

（注2）	｢RM」とはマレーシア・リンギットをいい、「取得価額」の円貨額は、本投資法人がイオンマレーシア社に対し、複数回にわたり円貨にて実際に支払った対価の合計額を記載してお
り、当該不動産等の取得に要した諸費用（仲介手数料、租税公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された売買代金等）を記載しています。なお、各支払時における為替
レートに応じて加重平均して算出した為替レートは、1RM=32.92円（小数点第３位を切捨て）です。	 	 	 	 	

（注3）	不動産鑑定評価額は、平成28年１月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された不動産鑑定評価額又は不動産調査報告書に記載された調査価額につき、不動産信
託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類する権利（18.18％）に相当する金額を記載しています。なお、不動産鑑定評価額は、決算時（平成28年１月31日）の為替相場を
用いて円貨に換算していますが、同日が営業日でないため前営業日（平成28年１月29日）の為替相場（１RM=29.17円（小数点第３位を切捨て））を用いて円貨に換算しています。
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東海・北陸・中部

RSC-7
イオンモール鈴鹿

RSC-8
イオンモール明和

RSC-20
イオンモール四日市北

RSC-6
イオンモール大垣

北海道・東北

RSC-2
イオンモール石巻

RSC-1
イオンモール盛岡

RSC-16
イオンモール札幌平岡

RSC-19
イオンモール山形南

RSC-18
イオンモール利府

RSC-17
イオンモール釧路昭和

RSC-13
イオンモール直方

RSC-14
イオンモール熊本

九州

RSC-2

RSC-1

RSC-18

RSC-16 RSC-17

RSC-19

RSC-4

SRSC-1,2
RSC-6
RSC-20

RSC-12RSC-13

RSC-14

RSC-11

RSC-10
RSC-15

RSC-9
RSC-7
RSC-8

RSC-3

● 保有資産　■ 国内保有資産所在道府県

関東

SRSC-1
イオンレイクタウンmori

RSC-4
イオンモール太田

RSC-3
イオンモール水戸内原

RSC-5
イオン相模原

ショッピングセンター

SRSC-2
イオンレイクタウンkaze

国内取得資産

RSC85.6%

SRSC 14.4%

関東 31.7%

北海道・東北 12.1%

東海・北陸・中部 10.3%
近畿 14.8%

中国・四国 17.7%

九州 13.0%

マレーシア0.3%

率比資投率比アリエ率比プイタ件物 （上位10物件）

イオン相模原ショッピングセンター 5.3% イオンモール直方 5.8%

その他 28.6%

RSC

イオンレイクタウンmori 10.9%

イオンモールKYOTO 11.0%

イオンモール倉敷 9.2%

イオンモール水戸内原 8.5%

イオンモール熊本 7.2%

イオンモール綾川4.5%
イオンモール日吉津 4.0%

イオンモール鈴鹿 5.0%RSC85.6%

SRSC 14.4%

関東 31.7%

北海道・東北 12.1%

東海・北陸・中部 10.3%
近畿 14.8%

中国・四国 17.7%

九州 13.0%

マレーシア0.3%

率比資投率比アリエ率比プイタ件物 （上位10物件）

イオン相模原ショッピングセンター 5.3% イオンモール直方 5.8%

その他 28.6%

RSC

イオンレイクタウンmori 10.9%

イオンモールKYOTO 11.0%

イオンモール倉敷 9.2%

イオンモール水戸内原 8.5%

イオンモール熊本 7.2%

イオンモール綾川4.5%
イオンモール日吉津 4.0%

イオンモール鈴鹿 5.0%RSC85.6%

SRSC 14.4%

関東 31.7%

北海道・東北 12.1%

東海・北陸・中部 10.3%
近畿 14.8%

中国・四国 17.7%

九州 13.0%

マレーシア0.3%

率比資投率比アリエ率比プイタ件物 （上位10物件）

イオン相模原ショッピングセンター 5.3% イオンモール直方 5.8%

その他 28.6%

RSC

イオンレイクタウンmori 10.9%

イオンモールKYOTO 11.0%

イオンモール倉敷 9.2%

イオンモール水戸内原 8.5%

イオンモール熊本 7.2%

イオンモール綾川4.5%
イオンモール日吉津 4.0%

イオンモール鈴鹿 5.0%

RSC-9
イオンモール加西北条

RSC-10
イオンモール日吉津

近畿・中国・四国

RSC-11
イオンモール倉敷

RSC-12
イオンモール綾川

RSC-15
イオンモールKYOTO

取得資産一覧

ポートフォリオの分散状況

（平成28年1月末時点）

●

マレーシア

M-1
イオン・タマン・ユニバーシティ・
ショッピング・センター

M-1

アセアン地域

海外取得資産

Portfolio

RSC-5
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●国際ショッピングセンター協会／平成23年「サステナブル	
デザイン アワード」最高賞

●株式会社繊研新聞社／第12回（平成21年度）テナントが選ん
だディベロッパー大賞「イノベート賞」

 所在地 ： 埼玉県越谷市 

Lake Town mori MALL KYOTO

MALL MITOUCHIHARA

Town kaze

Portfolio Profile

イオンレイクタウンmori 
イオンレイクタウンkaze

SRSC-1・2
Lake Town kaze

Lake Town mori

イオンモールKYOTORSC-15

イオンモール水戸内原RSC-3

　所在地 ： 京都府京都市 

　所在地 ： 茨城県水戸市

24 25



イオンモール倉敷RSC-11

イオンモール綾川RSC-12

イオンモール熊本RSC-14

イオンモール盛岡RSC-1

イオンモール太田RSC-4

イオン相模原ショッピングセンターRSC-5

イオンモール石巻RSC-2

イオンモール鈴鹿RSC-7

イオンモール明和RSC-8

イオンモール大垣RSC-6

イオンモール日吉津RSC-10

イオンモール直方RSC-13

イオンモール加西北条RSC-9

イオンモール利府RSC-18

イオンモール四日市北RSC-20

イオンモール山形南RSC-19

イオンモール札幌平岡RSC-16

イオンモール釧路昭和RSC-17

イオン・タマン・ユニバーシティ・
ショッピング・センター

M-1

Portfolio Profile

所在地 ： 岡山県倉敷市 所在地 ： 神奈川県相模原市

所在地 ： 香川県綾歌郡 所在地 ： 宮城県石巻市

所在地 ： 三重県鈴鹿市所在地 ： 熊本県上益城郡

所在地 ： 群馬県太田市

所在地 ： 岩手県盛岡市 所在地 ： 三重県多気郡

所在地 ： 岐阜県大垣市 所在地 ： 三重県四日市市

所在地 ： 宮城県宮城郡

所在地 ： 兵庫県加西市

所在地 ： 福岡県直方市

所在地 ： 鳥取県西伯郡 所在地 ： 山形県山形市

所在地 ： 北海道札幌市

所在地 ： 北海道釧路市

所在地 ： マレーシア国ジョホール州
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Ⅰ. 資産運用報告

Asset Management Report

資産運用の概況
1. 投資法人の運用状況等の推移

期　　別
第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

自 平成25年 8月 1日
至 平成26年 1月31日

自 平成26年 2月 1日
至 平成26年 7月31日

自 平成26年 8月 1日
至 平成27年 1月31日

自 平成27年 2月 1日
至 平成27年 7月31日

自 平成27年 8月 1日
至 平成28年 1月31日

営業収益 （百万円） 2,773 7,420 7,422 9,164 9,406
（うち不動産賃貸事業収益） （百万円） （2,773） （7,420） （7,422） （9,163） （9,406）

営業費用 （百万円） 1,572 4,615 4,612 5,658 5,817
（うち不動産賃貸事業費用） （百万円） （1,439） （4,163） （4,165） （5,168） （5,265）

営業利益 （百万円） 1,201 2,805 2,810 3,505 3,588
経常利益 （百万円） 761 2,338 2,353 2,978 3,048
当期純利益 （百万円） 759 2,337 2,349 2,969 3,041
総資産額 （百万円） 171,644 169,913 169,746 203,795 204,447
（対前期比） （％） （ー） （△1.0） （△0.1） （＋20.1） （＋0.3）

有利子負債額 （百万円） 67,000 63,000 63,000 75,400 75,400
純資産額 （百万円） 97,003 98,689 98,701 119,417 119,489
（対前期比） （％） （ー） （＋1.7） （＋0.0） （＋21.0） （＋0.1）

出資総額 （百万円） 96,351 96,351 96,351 116,447 116,447
発行済投資口の総口数 （口） 950,000 950,000 950,000 1,090,200 1,090,200
1口当たり純資産額 （円） 102,108 103,883 103,896 109,536 109,603
分配総額 （百万円） 651 2,337 2,349 2,969 3,041
1口当たり分配金額 （円） 686 2,461 2,473 2,724 2,790
（うち1口当たり利益分配金） （円） （686） （2,461） （2,473） （2,724） （2,790）
（うち1口当たり利益超過分配金） （円） （ー） （ー） （ー） （ー） （ー）

総資産経常利益率（注2） （％） 0.9 1.4 1.4 1.6 1.5
自己資本利益率（注2） （％） 1.6 2.4 2.4 2.7 2.5
自己資本比率（注2） （％） 56.5 58.1 58.1 58.6 58.4
（対前期増減） （％） （△36.0） （＋1.6） （＋0.1） （＋0.5） （△0.2）

配当性向（注2） （％） 85.8 100.0 100.0 100.0 100.0
〈参考情報〉
当期運用日数（注3） （日） 71 181 184 181 184
期末投資物件数 （件） 16 17 17 23 23
当期減価償却費 （百万円） 1,111 2,230 2,245 2,659 2,677
当期資本的支出額 （百万円） 26 289 429 798 238
賃貸NOI（Net Operating Income）（注2） （百万円） 2,445 5,488 5,502 6,654 6,817
FFO（Funds from Operation）（注2） （百万円） 1,871 4,568 4,595 5,628 5,719
1口当たりFFO（注2） （円） 1,970 4,809 4,837 5,163 5,246
分配総額／FFO比率（注2） （％） 34.8 51.2 51.1 52.8 53.2

（注1）	営業収益等には消費税等は含まれていません。
（注2）	記載した指標は以下の方法により算定しています。

総資産経常利益率 経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
自己資本利益率 当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100

配当性向
1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）÷1口当たり当期純利益×100
　なお、第2期及び第5期の配当性向は、新投資口の発行を行っていることから、次の算式により計算していま
す。
　配当性向＝分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100

賃貸NOI（Net Operating Income） 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費
FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費±不動産等売却損益
1口当たりFFO FFO÷発行済投資口の総口数
分配総額／FFO比率 分配総額（利益超過分配金を含む）÷FFO×100

（注3）	当期運用日数は不動産等の実質的な運用を行った日数を記載しており、第2期については平成25年11月22日から平成26年1月31日までの日数を記載してい
ます。

2. 当期の資産の運用の経過
（1） 投資法人の主な推移
　イオンリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、「地域社会の生活インフラ資産」である商業施設等を主な投資対象と位
置づけ、中長期にわたる安定した収益の確保と、運用資産の着実な成長を目指します。
　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含みます。以下「投信法」といいま
す。）に基づき、イオン・リートマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として平成24年11月30日に
設立され、平成25年11月22日に東京証券取引所の不動産投資信託証券市場（J−REIT市場）に上場（銘柄コード3292）しました。平

成27年2月に新投資口の発行（140,200口）を行い、新規借入金12,400百万円と合わせた資金調達により、6物件（取得価額の合計
35,270百万円）の取得を行いました。また、平成27年4月にはイオンモール水戸内原の土地の追加取得（105百万円）を行いました。
　その結果、平成28年1月31日現在において本投資法人が所有する不動産は、国内外の23物件、取得価額の合計は194,363百万
円となっています。

（2） 投資環境と運用実績
（ア） 投資環境
　日本経済は、原油価格の一段の下落、中国を含む新興国・資源国経済の先行き不透明感を背景とした、金融市場の不安定な動きに
より、企業や家計の消費マインドに悪影響が及ぶリスクが増大しています。
　GDP成長率は平成27年10−12月期が△1.4％と2四半期ぶりのマイナス成長となり、民間消費、住宅投資の減少から足踏み状態
が続いていることが鮮明となりました。
　J-REIT市場においては、日銀が平成27年12月に公表した、買入対象J−REITの買入上限比率を発行済投資口の総口数の5％から
10％への引上げや、平成28年1月のマイナス金利の導入及びそれに伴う長期金利の低下、今後の追加金融緩和期待を受け、底堅く
推移しています。

（イ） 運用実績
　このような環境下、本投資法人及び本資産運用会社は、今後の外部成長の基盤をより強固なものとするため、平成27年12月1日
にイオングローバルSCM株式会社との間で「パイプラインサポート契約」及び「物流施設マネジメント契約」を締結し、イオンビッグマ
レーシア社（AEON BIG（M）SDN. BHD. ）と新たに「マレーシア不動産投資に関する覚書」を取り交わしました。
　また、既存保有不動産についても、店舗の空調設備の更新やスロープ鉄骨塗装工事等の定期的に行うべき工事等の資本的支出を
行い、ポートフォリオ価値の維持・向上に努めてきました。

（3） 資金の調達
　本投資法人は、平成27年10月6日に2,000百万円の投資法人債の発行を行い、既存の借入金の返済資金に充当することにより、
負債の返済期限の分散化、長期化及び資金調達手法の多様化を図りました。
　その結果、平成28年1月31日時点の有利子負債残高は75,400百万円となり、LTV（本投資法人の保有する資産総額に対する、有
利子負債残高に預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金を加えた額の割合）は40.8％となっています。
　平成28年1月31日現在の長期有利子負債比率（有利子負債合計に対する長期有利子負債（1年内返済予定の長期借入金を含み
ます。）の割合）は100.0％及び金利の固定化比率（有利子負債合計に対する金利支払いが固定化された有利子負債（金利スワップで
固定化された有利子負債を含みます。）の割合）は87.1％となり、上記LTVとあわせまして、引き続き健全かつ保守的な財務体質を保
持しています。
　なお、平成28年1月31日現在の本投資法人の格付けの取得状況は以下のとおりです。

〈格付〉
信用格付業者 格付対象 格付内容 格付の方向性

株式会社日本格付研究所 長期発行体格付 AA－ 安定的

（4） 業績及び分配金
　上記の運用の結果、当期の業績は、営業収益9,406百万円、営業利益3,588百万円、経常利益3,048百万円、当期純利益3,041
百万円となりました。
　当期の分配金については、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入されるこ
とを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の概ね全額を分配することとし、この
結果、投資口1口当たりの分配金は2,790円となりました。
　なお、本投資法人の規約第35条第2項に定める利益を超えた金銭の分配は行いません。

3. 増資等の状況
本投資法人の設立以降平成28年1月31日までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は以下のとおりです。

年月日 摘要 発行済投資口の総口数（口） 出資総額（百万円） 備考増 減 残 高 増 減 残 高
平成24年11月30日 私募設立 5,000 5,000 500 500 （注1）
平成25年11月21日 公募増資 900,000 905,000 91,287 91,787 （注2）
平成25年12月17日 第三者割当増資 45,000 950,000 4,564 96,351 （注3）
平成27年 2月12日 公募増資 133,190 1,083,190 19,090 115,442 （注4）
平成27年 2月25日 第三者割当増資 7,010 1,090,200 1,004 116,447 （注5）

（注1） 本投資法人の設立に際して、1口当たり発行価格100,000円にて新投資口を発行しました。
（注2） 1口当たり発行価格105,000円（発行価額101,430円）にて、新規物件の取得の資金調達を目的として、公募により新投資口を発行しました。
（注3） 1口当たり発行価額101,430円にて、公募増資に伴い、第三者割当により新投資口を発行しました。
（注4） 1口当たり発行価格148,200円（発行価額143,336円）にて、新規物件の取得の資金調達を目的として、公募により新投資口を発行しました。
（注5） 1口当たり発行価額143,336円にて、公募増資に伴い、第三者割当により新投資口を発行しました。
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〔投資証券の取引所価格の推移〕
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所の不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）は以下
のとおりです。

期 別 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期
計算期間 自 平成25年 8月 1日

至 平成26年 1月31日
自 平成26年 2月 1日
至 平成26年 7月31日

自 平成26年 8月 1日
至 平成27年 1月31日

自 平成27年 2月 1日
至 平成27年 7月31日

自 平成27年 8月 1日
至 平成28年 1月31日

最　高（円） 145,000 138,900 176,100 180,000 149,000
最　低（円） 113,200 122,400 133,000 144,600 116,400

4. 分配金等の実績
　当期の分配金については、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入されること
を企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、この結果、投資
口1口当たりの分配金は2,790円となりました。

期　　別
第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

自 平成25年 8月 1日
至 平成26年 1月31日

自 平成26年 2月 1日
至 平成26年 7月31日

自 平成26年 8月 1日
至 平成27年 1月31日

自 平成27年 2月 1日
至 平成27年 7月31日

自 平成27年 8月 1日
至 平成28年 1月31日

当期未処分利益総額又は
当期未処理損失総額（△） （千円） 652,135 2,338,167 2,349,969 2,970,056 3,042,224

利益留保額 （千円） 435 217 619 351 566
金銭の分配金総額 （千円） 651,700 2,337,950 2,349,350 2,969,704 3,041,658

（1口当たり分配金） （円） （686） （2,461） （2,473） （2,724） （2,790）
うち利益分配金総額 （千円） 651,700 2,337,950 2,349,350 2,969,704 3,041,658

（1口当たり利益分配金） （円） （686） （2,461） （2,473） （2,724） （2,790）
うち出資払戻総額 （千円） ― ― ― ― ―

（1口当たり出資払戻額） （円） （―） （―） （―） （―） （―）
出資払戻総額のうち一時差異等調整引
当額からの分配金総額

（1口当たり出資払戻額のうち1口当た
り一時差異等調整引当額分配金）

―
（―）

―
（―）

―
（―）

―
（―）

―
（―）

出資払戻総額のうち税法上の出資等減
少分配からの分配金総額

（1口当たり出資払戻額のうち税法上
の出資等減少分配からの分配金）

―
（―）

―
（―）

―
（―）

―
（―）

―
（―）

5. 今後の運用方針及び対処すべき課題
（1） 運用全般に関する見通し
　今後の日本経済については、個人消費を中心とした国内需要の弱さに加え、世界的な金融市場の混乱から円高、株安が急進してお
り、企業収益の下振れ、企業マインドの冷え込みから設備投資の先送りにつながるリスクが高まっています。平成28年度末には平成
29年4月に予定されている消費税率引き上げ前の駆込み需要による消費、住宅を中心に成長率上昇が見込まれていますが、実勢と
して景気回復基調が強まるわけではなく、平成28年度GDP成長率の上限は1.5％程度までとみています。
　一方、消費者物価については、企業収益の水準と労働市場の引き締まりの割には、経済全体で見た賃金上昇や設備投資増加への
波及がすすんでおらず、原油安による期待インフレ率の低下により、足踏みが続いていることから消費者物価指数の上昇は、上限1％
とみています。
　商業施設を取り巻く環境に関しては、内閣府発表の「消費動向調査（平成28年1月）」によると、平成28年1月の「消費者態度指数」
については前月12月度より若干悪化し、4カ月ぶりにマイナスとなっています。年初来の株安・円高を受け、景気の先行きの不透明感
が広がっており、内閣府は消費者心理の基調判断を前月までの「持ち直しの動きがみられる」から「持ち直しのテンポが緩やかになっ
ている」に下方修正しています。一方で、都市型の商業施設においては、円安を背景にした訪日外国人の増加によるインバウンド需要
の拡大は継続しており、今後、地方経済へ波及することが期待されます。
　海外経済については、米国をはじめとする先進国経済が支えとなり、緩やかに回復していくというメインシナリオは変わりないもの
の、中国経済の生産活動の弱さが見られ、資源国経済の減速などを反映し成長率が鈍化しています。
　平成28年1月初頭には、中国リスクが再度意識されたことから世界同時株安が発生し、グローバル市場の混乱が散見され、足許は
落ち着きを取り戻しつつあるも、ボラティリティの高い状況が続いています。
　今後のリスク要因として、新興国は中国の成長鈍化傾向が続き、資源価格下落の影響からロシアやブラジルはマイナス成長が続
いています。米国は平成27年12月の利上げが実施されたものの、今後の追加利上げペースについては時期を探りながらと慎重姿
勢も見られ、ユーロ圏も金融緩和や原油安の効果を下支えに緩やかな成長が期待されるものの、年初から続くグローバル市場の乱
高下により不透明感が増しています。

（2） 今後の運用方針
（ア） 基本方針
　本投資法人は、中長期にわたる安定した収益の確保と資産価値の維持・向上を目指し、賃貸収入の維持・向上、適切な管理・修繕の
実施、管理コストの適正化・効率化に努めます。

（イ） 投資方針と成長戦略
　イオングループは、大規模商業施設をはじめとする様々な類型の商業施設を開発から運営まで一貫して実施できる総合力を有し

ています。本投資法人の成長戦略においては、この総合力を最大限活用することで、ポートフォリオの中長期的な成長を目指します。
　本投資法人は、イオングループが開発した商業施設等を、スポンサーサポート契約、パイプラインサポート契約及びマレーシア不
動産投資に関する覚書に基づいてイオングループより取得することを通じて、資産規模の拡大、運用の安定性向上及び資金調達力
の向上を達成できると考えています。そして、資金調達力の向上によって、さらなる物件取得による資産規模の拡大へと繋げること
ができます。他方で、イオングループからみると、本投資法人に商業施設等を売却することによって得た資金を成長投資の実行（新規
店舗の開発等）に充てることが可能となります。このような成長投資の実行は、イオングループの収益の増加、企業価値の向上に寄
与することとなると考えられ、本投資法人のさらなる成長を支える存在となり得ます。本投資法人は、上記のような本投資法人とイオ
ングループがそれぞれ好循環に至る良好な関係、すなわち、ウィン−ウィン（WIN−WIN）の関係を構築し、投資主価値の最大化を目
指します。

（ウ） 財務戦略
　本投資法人は、保守的な負債比率を意識しつつ、強固な財務基盤を維持します。運用にあたっては、原則として、LTVを50％前後の
水準とし、その上限を60％として運用を行います。リファイナンスリスク、金利変動リスクを低減させるため、借入期間の長期化及び
金利の固定化を検討し、適切な運営を目指します。

6. 決算後に生じた重要な事実
1. 新投資口の発行について
　本投資法人は、平成28年1月18日及び平成28年2月1日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行を決議し、公募に
よる新投資口については平成28年2月8日、第三者割当による新投資口については平成28年2月25日にそれぞれ払込みが完了して
います。

（1）公募による新投資口発行
発行新投資口数	 208,826口	（国内135,737口、海外73,089口（注））
発行価格	 1口当たり125,190円
発行価格の総額	 26,142,926,940円
発行価額	 1口当たり121,081円
発行価額の総額	 25,284,860,906円
払込期日	 平成28年2月8日
分配金起算日	 平成28年2月1日
（注）米国、欧州及びアジアを中心とする海外市場（但し、米国においては1933年米国証券法に基づくルール144Aに従った適格機関投資家に対する販売に限

ります。）における本投資口の海外募集です。

（2）第三者割当による新投資口発行
発行新投資口数	 10,441口
発行価額	 1口当たり121,081円
発行価額の総額	 1,264,206,721円
払込期日	 平成28年2月25日
分配金起算日	 平成28年2月1日
割当先	 野村證券株式会社

（3）資金使途
　上記の公募に係る調達資金については、後記「2．資産の取得について」に記載の不動産信託受益権（「イオンモール甲府昭和
（土地の追加取得）」を除きます。）の取得資金の一部に充当します。第三者割当に係る調達資金については、手元資金とし、将来
の特定資産の取得資金の一部又は有利子負債の返済資金の一部に充当します。

2. 資産の取得について
　本投資法人は、以下の不動産信託受益権4件（取得価額の合計37,169百万円）を取得しました。

物件名称 所在地 取得価額
（百万円） 取得日 取得先

イオンモール大和郡山 奈良県
大和郡山市 14,500 平成28年 2月29日 イオンモール株式会社

イオンモール甲府昭和 山梨県
中巨摩郡 8,000 平成28年 2月29日 イオンモール株式会社

イオンモール甲府昭和
（土地の追加取得）

山梨県
中巨摩郡 389 平成28年 3月 1日 昭和町常永土地区画整理組合

ダイエー川崎プロセスセンター 神奈川県
川崎市 14,280 平成28年 2月15日 東京センチュリーリース株式会社

合計 ― 37,169 ― ―
（注） 取得価額には、取得に要する消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まない金額（各取得資産に係る売買契約に記載された各信託受益権の売

買代金）を記載しています。
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　本投資法人は、以下の不動産信託受益権2件（取得予定価額の合計18,600百万円）の売買契約を平成28年1月18日に締結しました。

物件名称 所在地 取得予定価額
（百万円） 取引実行日 取得先

イオンモール千葉ニュータウン
（モール棟、シネマ・スポーツ棟）

千葉県
印西市 12,190 平成28年 3月29日 東京センチュリーリース株式会社

イオン茅ヶ崎中央
ショッピングセンター

神奈川県
茅ヶ崎市 6,410 平成28年 5月31日 三井住友ファイナンス＆リース株式会社

合計 ― 18,600 ― ―
（注） 取得予定価額には、取得に要する消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まない金額（各取得予定資産に係る売買契約に記載された各信託受

益権の売買代金）を記載しています。

3. 資金の借入れについて
　本投資法人は、上記「2．資産の取得について」に記載の「イオンモール大和郡山」及び「イオンモール甲府昭和」の取得資金及び関
連費用の一部に充当するため、以下の資金の借入れを実行しました。

区分 借入先 借入
金額 利率 借入

実行日
返済
期限

返済
方法 担保

長期

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行 20億円 基準金利（全銀協3か月日本円TIBOR）に

0.22％を加えた利率

平成28年
2月29日

平成29年
10月20日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
農林中央金庫
みずほ信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行
株式会社百五銀行

41億円 基準金利（全銀協3か月日本円TIBOR）に
0.22％を加えた利率（注1）

平成31年
10月21日

株式会社みずほ銀行
三井住友信託銀行株式会社 10億円 基準金利（全銀協3か月日本円TIBOR）に

1.12％を加えた利率（注2）
平成39年
10月20日

（注1）	平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.14750％で固定されています。
（注2）	平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に1.40730％で固定されています。

　本投資法人は、上記「2．資産の取得について」に記載の「イオンモール千葉ニュータウン（モール棟、シネマ・スポーツ棟）」及び「イオ
ン茅ヶ崎中央ショッピングセンター」の取得資金及び関連費用の一部に充当するため、以下の個別タームローン貸付契約を平成28
年2月25日に締結しました。

区分 借入先 借入
金額 利率 借入

実行日
返済
期限

返済
方法 担保

長期

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
農林中央金庫
みずほ信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行
株式会社三重銀行
株式会社百五銀行
株式会社七十七銀行
株式会社広島銀行

60億円 基準金利（全銀協3か月日本円TIBOR）に
0.37％を加えた利率（注1）

平成28年
3月29日

平成33年
10月20日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
農林中央金庫
みずほ信託銀行株式会社
株式会社日本政策投資銀行
株式会社イオン銀行

58億円 基準金利（全銀協3か月日本円TIBOR）に
0.52％を加えた利率（注2）

平成34年
10月20日

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社イオン銀行
株式会社三重銀行

66億円 基準金利（全銀協3か月日本円TIBOR）に
0.82％を加えた利率（注3）

平成28年
5月31日

平成37年
10月20日

（注1）	平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.35125％で固定されています。
（注2）	平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.54100％で固定されています。
（注3）	平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.99100％で固定されています。

投資法人の概況
1. 出資の状況

期　　別 第2期
（平成26年1月31日現在）

第3期
（平成26年7月31日現在）

第4期
（平成27年1月31日現在）

第5期
（平成27年7月31日現在）

第6期
（平成28年1月31日現在）

発行可能投資口総口数 （口） 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000
発行済投資口の総口数 （口） 950,000 950,000 950,000 1,090,200 1,090,200
出資総額 （百万円） 96,351 96,351 96,351 116,447 116,447
投資主数 （名） 21,376 17,230 14,448 16,040 16,282

2. 投資口に関する事項
　平成28年1月31日現在の投資主のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです。

氏名又は名称 住　　所 所有投資口数
（口）

発行済投資口の
総口数に対する

所有投資口数の割合
（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口） 東京都中央区晴海一丁目8番11号 257,043 23.57

イオン株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目5番地1 215,555 19.77
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番3号 71,769 6.58

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーZ棟

67,051 6.15

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 31,459 2.88
三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 27,150 2.49
株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目5番5号 20,000 1.83
東京センチュリーリース株式会社 東京都千代田区神田練塀町3番地 20,000 1.83

NOMURA BANK（LUXEMBOURG）S.A.
BATIMENT A,33, RUE DE
 GASPERICH, L-5826,
 LUXEMBOURG

17,588 1.61

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）
RE-HCR00

50 BANK STREET CANARY WHARF 
LONDON E14 5NT.UK 13,401 1.22

合　　　計 741,016 67.97
（注） 発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は小数第2位未満を切り捨てて記載しています。

3. 役員等に関する事項
（1） 当期における執行役員、監督役員及び会計監査人は以下のとおりです。

役職名 氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間における
役職毎の報酬の総額
（注2）（千円）

執行役員（注1） 河原　健次 イオン・リートマネジメント株式会社　代表取締役社長 ―

監督役員（注1） 安保　智勇 中央総合法律事務所　弁護士 1,800
関　　葉子 銀座プライム法律事務所　弁護士 1,800

会計監査人（注3） PwCあらた監査法人 ― 14,400
（注1）	執行役員河原健次は、本投資法人の投資口を自己の名義で2口所有しており、監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を所有していません。また、監督

役員は、上記記載以外の他の法人の役員である場合がありますが、上記を含めいずれも本投資法人との利害関係はありません。
（注2）	執行役員及び監督役員については当期において支給した額、会計監査人については当期の監査に係る報酬として支払うべき額を記載しています。
（注3）	会計監査人の報酬には、投資法人債に係るコンフォートレター業務に係る報酬が3,500千円含まれています。

（2） 会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、諸般の事情を総合的に勘案して、本投資法人の役
員会において検討します。

4. 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
　平成28年1月31日現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は、以下のとおりです。

委 託 区 分 名　　称
資産運用会社 イオン・リートマネジメント株式会社
資産保管会社 三井住友信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿等管理人）（注） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（機関運営事務） 三菱UFJ信託銀行株式会社
一般事務受託者（会計事務等に関する業務） 三井住友信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資法人債に関する業務） 株式会社みずほ銀行

（注） 本投資法人は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号、その後の改正を含みます。）に基づき、投資主
名簿等管理人であるみずほ信託銀行株式会社と、投資主等に関する個人番号及び法人番号の取扱いに関し、その事務の委託に係る覚書を平成27年12月11日
付で締結しています。
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投資法人の運用資産の状況
1. 投資法人の財産の構成

資産
の

種類

資産
の

用途
地域
（注1）

第5期
（平成27年7月31日現在）

第6期
（平成28年1月31日現在）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産
比率

（％）

外貨建資産保有額（百万円）
保有総額

（百万円）
（注2）

対総資産
比率

（％）

外貨建資産保有額（百万円）
為替評価
差損益

（百万円）
（注3）

対総資産
比率

（％）

為替評価
差損益

（百万円）
（注4）

対総資産
比率

（％）

不動産
信託

受益権
商業
施設

北海道・東北 23,330 11.4 ― ― ― 22,991 11.2 ― ― ―
関東（注5） 60,125 29.5 ― ― ― 59,393 29.1 ― ― ―
東海・北陸・中部 19,503 9.6 ― ― ― 19,242 9.4 ― ― ―
近畿 28,489 14.0 ― ― ― 28,201 13.8 ― ― ―
中国・四国 33,144 16.3 ― ― ― 32,644 16.0 ― ― ―
九州・沖縄 24,401 12.0 ― ― ― 24,089 11.8 ― ― ―
マレーシア 697 0.3 697 △6 0.3 688 0.3 688 △76 0.3

計 189,691 93.1 697 △6 0.3 187,252 91.6 688 △76 0.3
預金・その他の資産 14,103 6.9 14 0 0.0 17,194 8.4 14 0 0.0

資産総額計 203,795 100.0 711 △6 0.3 204,447 100.0 703 △76 0.3
（注1）「地域」欄につきましては、下記の区分とします。

北海道・東北	 ：北海道、青森県、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県
関東	 ：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県
東海・北陸・中部	：愛知県、静岡県、三重県、新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県、山梨県、岐阜県
近畿	 ：大阪府、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県、兵庫県
中国・四国	 ：鳥取県、岡山県、島根県、広島県、山口県、香川県、徳島県、愛媛県、高知県
九州・沖縄	 ：福岡県、熊本県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
マレーシア	 ：マレーシア国の全土を1区分として記載しています。

（注2）「保有総額」欄は、期末時点の貸借対照表計上額（不動産及び不動産信託受益権につきましては、減価償却後の帳簿価額）によっています。なお、信託建
設仮勘定は不動産信託受益権に含んでいません。

（注3）	第5期の「為替評価差損益」欄は、決算時（平成27年7月31日）の為替相場（1RM＝32.49円（小数点第3位を切捨て））を用いて円貨に換算した期末帳簿
価額から取得時点の為替相場で評価換算した期末帳簿価額を差引いた額を表示しています。

（注4）	第6期の「為替評価差損益」欄は、決算時（平成28年1月31日）の為替相場を用いて円貨に換算した期末帳簿価額から取得時点の為替相場で評価換算した
期末帳簿価額を差引いた額を表示しています。なお、決算時（平成28年1月31日）の為替相場は、同日が営業日でないため前営業日（平成28年1月29日）
の為替相場（1RM＝29.17円（小数点第3位を切捨て））を用いています。

（注5）	「関東」に所在する「イオンモール水戸内原」には、不動産信託受益権部分のほかに、不動産部分（平成27年4月28日に追加取得した隣接土地部分：貸借
対照表計上額107百万円）を含みます。

2. 主要な保有資産
　平成28年1月31日現在における本投資法人の主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は以下のとおりです。

不動産等の名称 期末帳簿価額
（百万円）

賃貸可能面積
（㎡）
（注1）

賃貸面積
（㎡）
（注2）

稼働率
（％）

対総不動産
賃貸事業

収益比率（％）
主たる用途

イオンモールKYOTO 21,374 136,468.45 136,468.45 100.0 7.4 商業施設
イオンレイクタウンmori（注3） 20,406 160,387.00 160,387.00 100.0 7.3 商業施設
イオンモール倉敷 17,200 157,274.78 157,274.78 100.0 7.8 商業施設
イオンモール水戸内原（注4） 15,696 159,997.49 159,997.49 100.0 7.7 商業施設
イオンモール熊本 13,443 101,132.38 101,132.38 100.0 6.3 商業施設
イオンモール直方 10,646 151,969.51 151,969.51 100.0 5.9 商業施設
イオン相模原
ショッピングセンター 10,139 75,056.62 75,056.62 100.0 4.5 商業施設

イオンモール鈴鹿 9,324 125,236.10 125,236.10 100.0 4.7 商業施設
イオンモール綾川 8,107 113,149.07 113,149.07 100.0 4.9 商業施設
イオンモール日吉津 7,335 102,045.24 102,045.24 100.0 4.5 商業施設

合　　計 133,676 1,282,716.64 1,282,716.64 100.0 60.9
（注1）「賃貸可能面積」欄は、各保有資産について、本投資法人の取得時点での有効な各保有資産に係る建物の賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能と

考えられるものを記載しています。
（注2）「賃貸面積」欄は、各保有資産について、本投資法人の取得時点での有効な各保有資産に係る各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計を記載しています。
（注3）	本投資法人は、「イオンレイクタウンmori」の不動産信託受益権の40％を準共有持分として保有しており、「対総不動産賃貸事業収益比率」欄には、不動産

信託受益権の準共有持分割合に相当するものを記載しています。
（注4）「イオンモール水戸内原」の「期末帳簿価額」及び「対総不動産賃貸事業収益比率」は、不動産信託受益権部分のほかに、不動産部分（平成27年4月28日

に追加取得した隣接土地部分：期末帳簿価額107百万円、対総不動産賃貸事業収益比率0.0％）を含みます。

3. 不動産等組入資産明細
　平成28年1月31日現在における本投資法人が保有する資産の概要は以下のとおりです。

物件
番号 不動産等の名称 所　在　地

（注1）
所有形態

賃貸可能面積
（㎡）
（注2）

期末帳簿価額
（百万円）

期末算定価額
（百万円）
（注3）

SRSC-1 イオンレイクタウン
mori（注4）

埼玉県越谷市
レイクタウン三丁目1番地1

不動産
信託受益権 160,387.00 20,406 23,000

SRSC-2 イオンレイクタウン
kaze（注4）

埼玉県越谷市
レイクタウン四丁目2番地2

不動産
信託受益権 127,183.81 6,652 7,670

RSC-1 イオンモール盛岡 岩手県盛岡市前潟
四丁目7番1号

不動産
信託受益権 98,968.59 5,024 5,650

RSC-2 イオンモール石巻 宮城県石巻市茜平
四丁目101番地

不動産
信託受益権 60,682.20 6,379 7,020

RSC-3 イオンモール水戸内原（注5） 茨城県水戸市内原
二丁目1番

不動産
信託受益権 159,997.49 15,696 18,012

RSC-4 イオンモール太田 群馬県太田市石原町
81番地

不動産
信託受益権 93,165.27 6,499 7,940

RSC-5 イオン相模原
ショッピングセンター

神奈川県相模原市南区
古淵二丁目10番1号

不動産
信託受益権 75,056.62 10,139 10,700

RSC-6 イオンモール大垣 岐阜県大垣市外野
二丁目100番地

不動産
信託受益権 64,246.26 4,494 5,160

RSC-7 イオンモール鈴鹿 三重県鈴鹿市庄野羽山
四丁目1番2号

不動産
信託受益権 125,236.10 9,324 10,100

RSC-8 イオンモール明和 三重県多気郡明和町
中村1223番地

不動産
信託受益権 44,193.80 3,218 3,620

RSC-9 イオンモール加西北条 兵庫県加西市北条町
308番地1

不動産
信託受益権 48,229.25 6,827 7,610

RSC-10 イオンモール日吉津 鳥取県西伯郡日吉津村
日吉津1160番地1

不動産
信託受益権 102,045.24 7,335 8,320

RSC-11 イオンモール倉敷 岡山県倉敷市水江1番 不動産
信託受益権 157,274.78 17,200 19,000

RSC-12 イオンモール綾川 香川県綾歌郡綾川町
萱原822-1

不動産
信託受益権 113,149.07 8,107 9,190

RSC-13 イオンモール直方 福岡県直方市湯野原
二丁目1番1号

不動産
信託受益権 151,969.51 10,646 12,900

RSC-14 イオンモール熊本 熊本県上益城郡嘉島町
大字上島字長池2232

不動産
信託受益権 101,132.38 13,443 15,000

RSC-15 イオンモールKYOTO 京都府京都市南区
西九条鳥居口町1

不動産
信託受益権 136,468.45 21,374 22,200

RSC-16 イオンモール札幌平岡 北海道札幌市清田区平岡
三条五丁目3番1号

不動産
信託受益権 78,360.81 5,872 6,230

RSC-17 イオンモール釧路昭和 北海道釧路市昭和中央
四丁目18番1号

不動産
信託受益権 51,763.05 1,811 1,900

RSC-18 イオンモール利府 宮城県宮城郡利府町
利府字新屋田前6番地

不動産
信託受益権 66,385.29 2,542 2,730

RSC-19 イオンモール山形南 山形県山形市若宮
三丁目7番8号

不動産
信託受益権 53,487.94 1,360 1,450

RSC-20 イオンモール四日市北 三重県四日市市富州原町
2番40号

不動産
信託受益権 41,417.23 2,203 2,370

M-1
イ オ ン・ タ マ ン・ ユ ニ バ ー シ
ティ・ショッピング・センター

（AEON Taman Universiti 
Shopping Centre）（注6）

Lot 49045, Mukim 
Pulai, Daerah Johor 
Bahru, Negeri 
Johor. Malaysia

不動産
信託受益権 22,870.45 688

（20百万RM）
583

（20百万RM）

合　　計 2,133,670.59 187,252 208,355
（注1）「所在地」欄には、各保有資産の住居表示を記載しています。また、住居表示未実施の場合は、登記簿上の建物所在地（複数ある場合にはそのうちの一所

在地）を記載しています。
（注2）「賃貸可能面積」欄には、各取得資産に係る建物の賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられるものを記載しています。
（注3）「期末算定価額」欄には、平成28年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された不動産鑑定評価額又は不動産調査報告書に記載された調査価

額を記載しています。
（注4）本投資法人は、「イオンレイクタウンmori」、「イオンレイクタウンkaze」の各不動産信託受益権の40％を準共有持分として保有しており、「期末算定価額」欄

には、不動産信託受益権の準共有持分割合（いずれも40％）に相当する金額を記載しています。
（注5）「イオンモール水戸内原」の「期末帳簿価額」は、不動産信託受益権部分のほかに、不動産部分（平成27年4月28日に追加取得した隣接土地部分：期末帳

簿価額107百万円、期末算定価額112百万円）を含みます。
（注6）「所在地」欄には、権利証書（Issue Document of Title）に記載される権原明細（Title Particulars）を記載しています。

「不動産信託受益権」とは、マレーシア国ジョホール州所在のイオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センターの一部の信託に係る権利をいいます。
「期末帳簿価額」欄は、取得価額（本投資法人がイオンマレーシア社に対し、複数回にわたり円貨にて実際に支払った対価の合計額）に、当該不動産等の取
得に要した諸費用（付随費用）を加算し、当期末までの減価償却累計額を差し引いた金額を記載しています。付随費用は円貨で支払ったものについては当該
金額、RMで支払ったものについては取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算した額を取得価額に加算
しています。
本投資法人は、「イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター」の不動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類する権利（18.18％）
を保有しており、「期末算定価額」欄には、平成28年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価額又は不動産調査報告書に記載された調査価額につき、不
動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類する権利（18.18％）に相当する金額を記載しています。なお、「期末算定価額」は、決算時（平成
28年1月31日）の為替相場を用いて円貨に換算していますが、同日が営業日でないため前営業日（平成28年1月29日）の為替相場（1RM＝29.17円（小
数点第3位を切捨て））を用いて円貨に換算しています。
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　本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況は以下のとおりです。

不動産等の名称

第5期
（自  平成27年2月1日　至  平成27年7月31日）

第6期
（自 平成27年8月1日　至 平成28年1月31日）

テナント
総数

〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕

（％）

不動産賃貸
事業収益

〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

テナント
総数

〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕

（％）

不動産賃貸
事業収益

〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

イオンレイクタウンmori（注2） 1 100.0 685 7.5 1 100.0 683 7.3
イオンレイクタウンkaze（注2） 1 100.0 335 3.7 1 100.0 339 3.6
イオンモール盛岡 1 100.0 337 3.7 1 100.0 336 3.6
イオンモール石巻 1 100.0 351 3.8 1 100.0 351 3.7
イオンモール水戸内原（注3） 1 100.0 726 7.9 1 100.0 725 7.7
イオンモール太田 1 100.0 476 5.2 1 100.0 475 5.1
イオン相模原
ショッピングセンター 1 100.0 420 4.6 1 100.0 419 4.5

イオンモール大垣 1 100.0 327 3.6 1 100.0 326 3.5
イオンモール鈴鹿 1 100.0 444 4.9 1 100.0 442 4.7
イオンモール明和 1 100.0 213 2.3 1 100.0 213 2.3
イオンモール加西北条 1 100.0 326 3.6 1 100.0 325 3.5
イオンモール日吉津 1 100.0 426 4.6 1 100.0 426 4.5
イオンモール倉敷 1 100.0 739 8.1 1 100.0 736 7.8
イオンモール綾川 1 100.0 457 5.0 1 100.0 456 4.9
イオンモール直方 1 100.0 548 6.0 1 100.0 555 5.9
イオンモール熊本 1 100.0 585 6.4 1 100.0 589 6.3
イオンモールKYOTO 1 100.0 589 6.4 1 100.0 696 7.4
イオンモール札幌平岡 1 100.0 402 4.4 1 100.0 448 4.8
イオンモール釧路昭和 1 100.0 205 2.2 1 100.0 234 2.5
イオンモール利府 1 100.0 187 2.0 1 100.0 209 2.2
イオンモール山形南 1 100.0 145 1.6 1 100.0 162 1.7
イオンモール四日市北 1 100.0 204 2.2 1 100.0 228 2.4
イオン・タマン・
ユニバーシティ・
ショッピング・センター（注4）

1 100.0 23
（704千RM） 0.3 1 100.0 20

（704千RM） 0.2

合　　計 23 100.0 9,163 100.0 23 100.0 9,406 100.0
（注1）「テナント総数」欄は、当該物件の賃貸借契約数の合計数を記載しています。
（注2）	本投資法人は、「イオンレイクタウンmori」、「イオンレイクタウンkaze」の各不動産信託受益権の40％を準共有持分として保有しており、「不動産賃貸事業収

益」欄、「対総不動産賃貸事業収益比率」欄には、不動産信託受益権の準共有持分割合（いずれも40％）に相当するものを記載しています。
（注3）「イオンモール水戸内原」の「不動産賃貸事業収益」及び「対総不動産賃貸事業収益比率」は、不動産信託受益権部分のほかに、不動産部分（平成27年4

月28日に追加取得した隣接土地部分：第5期は不動産賃貸事業収益1百万円、対総不動産賃貸事業収益比率0.0％　第6期は不動産賃貸事業収益2百万円、
対総不動産賃貸事業収益比率0.0％）を含みます。

（注4）本投資法人は、「イオン・タマン・ユニバーシティ・ショッピング・センター」の不動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類する権利（18.18％）
を保有しており、「不動産賃貸事業収益」欄、「対総不動産賃貸事業収益比率」欄には、不動産信託受益権に係る信託の信託財産たる共有持分に類する権利
（18.18％）に相当するものを記載しています。なお、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。

4. 再生可能エネルギー発電設備等明細表
　該当事項はありません。

5. 公共施設等運営権等明細表
　該当事項はありません。

6. 有価証券組入資産明細
　該当事項はありません。

7. 特定取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
　平成28年1月31日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は、以下のとおりです。

区　分 種　類 契約額等（百万円）（注1） 時価（百万円）
（注2）（注3）うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
変動受取・固定支払 63,700 63,700 △1,176

合　　計 63,700 63,700 △1,176
（注1）	金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（注2）	当該取引契約の相手方が市場実勢金利をもとに算出した価格で評価しています。
（注3）	当該取引は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）に基づき金利スワップの特例処理を適用しているため、貸借対照表

において時価評価しておりません。

8. その他資産の状況
　本投資法人が保有する不動産信託受益権については、前記「3. 不動産等組入資産明細」に含めて記載しており、これらの項目の記
載以外にその他の特定資産の組入れはありません。

9. 国及び地域毎の資産保有状況
　平成28年1月31日現在における本投資法人の国及び地域毎の資産保有状況は次のとおりです。

国　名 保有総額（百万円）
（注1）

期末算定価額（百万円）（注2） 物件数
（件）対総資産比率（％）

日本 186,563 207,772 99.7 22
マレーシア 688 583 0.3 1

合　　計 187,252 208,355 100.0 23
（注1）「保有総額」欄は、平成28年1月31日時点の貸借対照表計上額（不動産及び不動産信託受益権につきましては、減価償却後の帳簿価額）によっています。
（注2）「期末算定価額」欄には、平成28年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価額又は不動産調査報告書に記載された調査価額を記載しています。マレーシ

アに保有する物件の「期末算定価額」については、平成28年1月31日を価格時点とする不動産鑑定評価額を、決算時（平成28年1月31日）の為替相場を
用いて円貨に換算していますが、同日が営業日でないため前営業日（平成28年1月29日）の為替相場（1RM＝29.17円（小数点第3位を切捨て））を用いて
円貨に換算しています。

保有不動産の資本的支出
1. 資本的支出の予定
　本投資法人が平成28年1月31日現在保有する資産に関し、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち主
要なもの（1工事当たり30百万円を超えるもの）は以下のとおりです。
　なお、下記工事予定金額には、会計上費用処理される部分が含まれています。

不動産等の名称
（所在） 目　的 予定期間 工事予定金額（百万円）

総　額 当期支払額 既支払総額
イオンモール釧路昭和

（北海道釧路市） 空調機EHP工事 自　平成28年 9月
至　平成28年 9月 57 ― ―

イオンモール盛岡
（岩手県盛岡市） 増床活性化工事 自　平成27年 7月

至　平成28年 4月 986 ― ―

イオンモール水戸内原
（茨城県水戸市） 外壁塗装工事 自　平成27年11月

至　平成28年 4月 300 ― ―

イオン相模原
ショッピングセンター

（神奈川県相模原市）
空調機EHP更新工事 自　平成28年 4月

至　平成28年 7月 51 ― ―

イオンモール鈴鹿
（三重県鈴鹿市） 外壁塗装工事 自　平成27年11月

至　平成28年 6月 175 1 1

イオンモール明和
（三重県多気郡）

空調機更新工事 自　平成28年 9月
至　平成28年10月 77 ― ―

空調機EHP更新工事 自　平成28年 9月
至　平成28年11月 35 ― ―

イオンモール日吉津
（鳥取県西伯郡）

アスファルト補修工事 自　平成28年 5月
至　平成28年 6月 82 ― ―

区画変更工事 自　平成28年 8月
至　平成28年 8月 40 ― ―

イオンモール倉敷
（岡山県倉敷市） 空調機GHP更新工事 自　平成28年11月

至　平成28年11月 38 ― ―

イオンモール直方
（福岡県直方市）

照明LED化工事 自　平成28年 5月
至　平成28年 5月 85 ― ―

外壁塗装工事 自　平成28年 8月
至　平成29年 1月 306 ― ―

イオンモール熊本
（熊本県上益城郡） 中央監視装置更新工事 自　平成28年 7月

至　平成28年 7月 66 ― ―

2. 期中の資本的支出
　本投資法人が平成28年1月31日現在保有する資産に関し、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事（1工事当たり10百万
円を超えるもの）は以下のとおりです。当期の資本的支出は238百万円であり、費用に区分された修繕費371百万円と合わせ、合計
610百万円の工事を実施しています。

不動産等の名称
（所在） 目　的 期　間 工事金額

（百万円）
イオン相模原ショッピングセンター

（神奈川県相模原市） 自動火災報知設備更新工事 自　平成27年10月
至　平成27年12月 17

イオンモール倉敷
（岡山県倉敷市） 空調設備更新工事 自　平成27年11月

至　平成27年12月 49

イオンモール直方
（福岡県直方市） スロープ鉄骨塗装工事 自　平成27年11月

至　平成28年 1月 40

イオンモール熊本
（熊本県上益城郡） 照明器具LED更新工事 自　平成27年11月

至　平成27年11月 10

3. 長期修繕計画のために積立てた金銭
　該当事項はありません。
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費用・負債の状況
1. 運用等に係る費用明細

（単位：千円）

項　　目
第5期 第6期

自 平成27年 2月 1日
至 平成27年 7月31日

自 平成27年 8月 1日
至 平成28年 1月31日

（a）	資産運用報酬（注） 360,189 416,931
	 （内訳）	運用報酬Ⅰ 227,274 277,384
		  運用報酬Ⅱ 132,915 139,546

（b）	資産保管委託手数料 10,370 10,609
（c）	一般事務委託手数料 34,440 38,634
（d）	役員報酬 3,600 3,600
（e）	その他営業費用 81,596 81,422

合　　計 490,198 551,198
（注） 「資産運用報酬」には、上記とは別に、不動産等を取得又は売却した場合、その売買代金に料率を乗じて算出した額を支払い、該当不動産の取得原価又は売却損益

に算入している「取得報酬」及び「処分報酬」があり、第5期には取得報酬及び処分報酬の合計で123,219千円が発生し、第6期には発生はありません。

2. 借入状況
　平成28年1月31日現在における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。

区　分
借入日 当期首残高

（百万円）
当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）
（注1）

返済期限 返済
方法 使途 摘要借入先

短
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行 平成27年
2月27日

1,000 ― 0.42091 平成27年
10月20日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証株式会社三井住友銀行 1,000 ―
計 ― 2,000 ― ― ― ― ― ―

1
年
内
返
済
予
定
の
長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

1,000 1,000

0.42091 平成28年
10月20日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 1,000 1,000
三井住友信託銀行株式会社 1,000 1,000
株式会社三菱東京UFJ銀行 1,000 1,000
三菱UFJ信託銀行株式会社 1,000 1,000
農林中央金庫 1,000 1,000
みずほ信託銀行株式会社 1,000 1,000
株式会社りそな銀行 1,000 1,000
株式会社千葉銀行 1,000 1,000

計 ― 9,000 9,000 ― ― ― ― ―

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

4,000 4,000

0.78125
（注2）

平成30年
10月22日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 3,000 3,000
農林中央金庫 3,000 3,000
みずほ信託銀行株式会社 3,000 3,000
三菱UFJ信託銀行株式会社 3,000 3,000
株式会社イオン銀行 2,000 2,000
株式会社百五銀行 2,000 2,000
三井住友信託銀行株式会社 2,000 2,000
株式会社三菱東京UFJ銀行 2,000 2,000
株式会社七十七銀行 1,000 1,000
株式会社広島銀行 1,000 1,000
株式会社りそな銀行 1,000 1,000
株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

4,000 4,000

1.17250
（注2）

平成32年
10月20日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 4,000 4,000
三井住友信託銀行株式会社 4,000 4,000
株式会社三菱東京UFJ銀行 3,000 3,000
株式会社日本政策投資銀行 2,000 2,000
農林中央金庫 1,000 1,000
株式会社三重銀行 1,000 1,000
みずほ信託銀行株式会社 1,000 1,000
三菱UFJ信託銀行株式会社 1,000 1,000
株式会社りそな銀行 1,000 1,000
株式会社みずほ銀行

平成25年
11月25日

1,000 1,000

1.76375
（注2）

平成35年
10月20日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 1,000 1,000
株式会社三重銀行 1,000 1,000
株式会社三菱東京UFJ銀行 1,000 1,000
三井住友信託銀行株式会社 1,000 1,000
株式会社みずほ銀行

平成27年
2月27日

200 200

0.42091 平成29年
10月20日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証
株式会社三井住友銀行 100 100
三井住友信託銀行株式会社 100 100
株式会社広島銀行 300 300

区　分
借入日 当期首残高

（百万円）
当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）
（注1）

返済期限 返済
方法 使途 摘要借入先

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

平成27年
2月27日

100 100

0.61910
（注2）

平成31年
10月21日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 100 100
三井住友信託銀行株式会社 100 100
株式会社イオン銀行 300 300
株式会社百五銀行 300 300
株式会社七十七銀行 300 300
株式会社みずほ銀行

平成27年
2月27日

200 200

0.88915
（注2）

平成33年
10月20日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 200 200
三井住友信託銀行株式会社 200 200
株式会社三菱東京UFJ銀行 200 200
農林中央金庫 900 900
みずほ信託銀行株式会社 500 500
三菱UFJ信託銀行株式会社 800 800
株式会社りそな銀行 500 500
株式会社日本政策投資銀行 500 500
株式会社みずほ銀行

平成27年
2月27日

1,300 1,300

1.40390
（注2）

平成36年
10月21日

期限
一括 （注3） 無担保

無保証

株式会社三井住友銀行 1,000 1,000
三井住友信託銀行株式会社 1,000 1,000
株式会社三菱東京UFJ銀行 900 900
株式会社三重銀行 300 300

計 ― 64,400 64,400 ― ― ― ― ―
合　　計 ― 75,400 73,400 ― ― ― ― ―

（注1）「平均利率」欄は、期末時点のローン契約毎の加重平均利率を記載しています。また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行った借入につ
いては、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を記載しています。

（注2）	変動金利による借入金ですが、金利スワップ取引により支払金利を固定化しており、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を記載しています。
（注3）	資金使途は、不動産信託受益権の取得資金に充てるためです。

3. 投資法人債の状況
銘柄 発行年月日 当期首残高

（百万円）
当期末残高
（百万円）

利率
（％） 償還期限 償還方法 使途 摘要

第1回無担保
投資法人債

平成27年
10月13日 ― 2,000 0.961 平成37年

10月10日
期限一括
（注1）

（注2）
無担保
無保証
（注3）

合計 ― ― 2,000 ― ― ― ― ―

（注1）	払込期日の翌日以降、振替機関が別途定める場合を除き、いつでも買入消却を行うことが可能となっています。
（注2）	資金使途は、借入金の返済及び運転資金です。
（注3）	特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。

4. 短期投資法人債の状況
　該当事項はありません。

5. 新投資口予約権の状況
　該当事項はありません。

期中の売買状況
1. 不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等
　当該事項はありません。

2. その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。

3. 特定資産の価格等の調査
（1） 不動産等（鑑定評価）
　該当事項はありません。

（2） その他
　該当事項はありません。
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4. 利害関係人等との取引状況
（1） 利害関係人等との売買取引状況
　該当事項はありません。

（2） 利害関係人等への賃貸借状況

賃借人の名称 総賃料収入（百万円）
イオンリテール株式会社 4,143
イオンモール株式会社 4,545
イオン北海道株式会社 678

イオンマレーシア社（注1） 20
（704千RM）

合　　計 9,387
（注1）「総賃料収入」欄は、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。
（注2）「利害関係人等」とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に

関する規則第26条第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。以下同じです。

（3） 利害関係人等からの賃貸借状況

賃貸人の名称 総支払地代等（百万円）
イオンリテール株式会社 748
イオンモール株式会社 334
イオン北海道株式会社 165

合　　計 1,248

（4） 支払手数料等の金額

区　　分
支払手数料等総額

（A）
（千円）

利害関係人等との取引の内訳 総額に対する割合
（B／A）

（％）支払先 支払金額（B）
（千円）

管理業務費 26,539 イオンディライト株式会社 6,570 24.8
支払利息 356,775 株式会社イオン銀行 6,619 1.9
保険料 71,549 イオン保険サービス株式会社 71,549 100.0

（注1）上表は、資産運用会社の「利害関係人等」のうち、当期に取引のあった者との取引に係る支払手数料等の金額を記載しています。
（注2）上記記載の支払手数料以外に、当期中にイオンディライト株式会社に支払われた修繕工事等の金額は299,989千円です。
（注3）支払利息には、支払済み利息の他、未払利息も含まれています。
（注4）金額は消費税等を含みません。

5. 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本投資法人の資産運用会社であるイオン・リートマネジメント株式会社は、第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、宅地
建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。

経理の状況
1. 資産、負債、元本及び損益の状況
　後記「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び「Ⅵ．金銭の分配に係る計算書」をご参照
ください。

2. 減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

3. 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

4. 自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません。

5. 海外不動産保有法人に係る開示
　該当事項はありません。

6. 海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。
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その他
1. お知らせ

（1） 投資主総会
　平成27年10月14日に本投資法人の第２回投資主総会が開催されました。
　投資主総会で承認された事項の概要は以下のとおりです。

議　案 概　要

第1号議案　規約一部変更の件（その1） （1）投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含
みます。以下「投信法」といいます。）の改正に伴う規定の新設及び変更
①�一定の日及びその日以後遅滞なく、投資主総会を招集する旨を定めとし、本投

資法人では「一定の日」として10月15日を定めていたところ、投資主総会の開
催準備や招集時期などを考慮し、当該「一定の日」を9月25日に変更

②�上記①の変更に合わせて、投資主総会において議決権を行使することができる
投資主を定める基準日の規定の変更

③�執行役員及び監督役員の任期について、投資主総会の決議によって、法令で定め
る限度において、その期間を延長し又は短縮することを可能とする規定の新設

（2）各役員が本投資法人役員会の議長に就任する順序を明確にするための規定の新設
（3）投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（以下「投信法施行規則」といいま

す。）が改正されたことに伴う、資産を主として不動産等資産に対する投資として
運用することを目的とする旨の規定の整備

（4）投信法施行規則が改正されたことに伴う海外不動産保有法人の発行済株式又は出
資の総数又は過半数を取得する場合の規定の新設

（5）本投資法人が海外の不動産に投資するに際して多様なスキーム選択の可能性を確
保するための規定の整備

（6）投資信託及び投資法人に関する法律施行令の改正により特定資産に該当する資産
が追加されたことに伴う規定の整備

（7）分配可能金額の定義に関する規定の変更及び明確化等
（8）利益を超えた金銭の分配を行うことを可能とする旨の規定の変更及び新設
（9）新投資口予約権の発行に関する費用の負担に関する規定の変更及び新投資口予約

権に関する規定の整備
10その他、必要な表現の変更、統一、明確化、修正及び整備等

第2号議案　規約一部変更の件（その2） （1）運用報酬の支払に関する基準について、本投資法人が海外不動産保有法人の株式
又は出資を保有している場合における運用報酬の計算方法の変更及び新設

（2）投資主との合意による自己投資口の有償取得が可能となったことに伴う運用報酬
Ⅱの算定に関する規定の新設

（3）海外不動産保有法人の株式又は出資を取得した場合における取得報酬の計算方法
に関する規定の整備

（4）海外不動産保有法人を通じて保有する不動産関連資産と同様の性質を有する資産
を処分した場合における処分報酬の計算方法に関する規定の整備

（5）その他、うるう年の場合の計算方法の明確化等必要な表現の変更、統一、明確化
及び削除等

第3号議案　執行役員1名選任の件 原案のとおり、河原健次が執行役員に選任されました。

第4号議案　補欠執行役員1名選任の件 原案のとおり、塩﨑康男が補欠執行役員に選任されました。

第5号議案　監督役員2名選任の件 原案のとおり、安保智勇及び関葉子が監督役員に選任されました。

（2） 投資法人役員会
　当期において、投信法第109条2項に規定する事項等のうち、以下の事項が投資法人役員会で承認されています。

役員会承認日 事　項 概　要

平成27年8月31日 投資法人債の発行に係る
一般事務委託契約

投資法人債の発行に伴い、大和証券株式会社、SMBC日興証券株式会社に投
資法人債の募集に関する一般事務を委託いたしました。また、投資法人の権
利行使に関する請求その他の投資法人債権者からの申出の受付に関する事務、
投資法人債の期中事務（財務代理人の事務、その他の株式会社証券保管振替
機構に定める業務規程等に基づく発行代理人及び支払代理人の事務を含む）
に関する一般事務を株式会社みずほ銀行に委託いたしました。

平成27年9月28日 資産運用委託契約
第二回変更契約書の締結

平成27年10月14日の投資主総会での規約の一部変更に係る議案の承認可決
を停止条件として、イオン・リートマネジメント株式会社との間で締結した
平成24年12月3日付資産運用委託契約書（その後の変更契約を含む）に関し
て、海外不動産保有法人の株式又は出資に投資する場合における運用報酬、
取得報酬及び処分報酬の計算方法の規定の追加、投資主との合意による自己
投資口の有償取得が可能になったことに伴う運用報酬Ⅱの算定に関する規定
の新設、投資信託及び投資法人に関する法律の改正が平成26年12月1日の施
行に伴う関連する規定の修正をするために変更契約書を締結いたしました。

平成27年12月1日 一般事務委託契約に係る
変更覚書の締結

みずほ信託銀行株式会社との間で締結した平成24年11月21日付事務受託契
約（投資口事務受託契約）（その後の変更契約を含む）に関して、今般の「行
政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平
成25年法律第27号）」の施行に伴い、個人番号及び法人番号の取得・利用・
管理に係る事務を追加するための変更覚書を締結いたしました。

平成27年12月28日 資産運用委託契約
第三回変更契約書の締結

イオン・リートマネジメント株式会社との間で締結した平成24年12月3日付
資産運用委託契約書（その後の変更契約を含む）に関して、今般の「行政手
続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25
年法律第27号）」の施行に伴い、個人番号及び法人番号の取得・利用・管理に
係る事務を追加するための変更契約書を締結いたしました。

2. 金額及び比率の端数処理
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値については、金額は切捨て、比率は四捨五入により記載しています。

Asset Management Report
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Balance Sheet

（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成27年７月31日）

当　期
（平成28年１月31日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 6,795,562 11,288,616

　　信託現金及び信託預金 4,668,783 4,662,204

　　前払費用 318,094 327,360

　　繰延税金資産 ― 19

　　未収還付法人税等 493 481

　　未収消費税等 1,270,899 ―

　　その他 381 13,046

　　流動資産合計 13,054,213 16,291,729

　固定資産

　　有形固定資産

　　　土地 107,708 107,708

　　　信託建物 110,462,096 110,698,513

　　　　減価償却累計額 △ 7,952,544 △ 10,543,880

　　　　信託建物（純額） 102,509,551 100,154,633

　　　信託構築物 801,705 801,705

　　　　減価償却累計額 △ 295,461 △ 381,653

　　　　信託構築物（純額） 506,244 420,052

　　　信託工具、器具及び備品 ― 2,352

　　　　減価償却累計額 ― △ 164

　　　　信託工具、器具及び備品（純額） ― 2,187

　　　信託土地 63,430,093 63,430,093

　　　信託建設仮勘定 ― 1,512

　　　有形固定資産合計 166,553,598 164,116,186

　　無形固定資産

　　　信託借地権 23,137,757 23,137,757

　　　無形固定資産合計 23,137,757 23,137,757

　　投資その他の資産

　　　長期前払費用 903,427 777,258

　　　差入敷金及び保証金 10,000 10,000

　　　投資その他の資産合計 913,427 787,258

　　固定資産合計 190,604,782 188,041,203

　繰延資産

　　投資口交付費 136,231 91,339

　　投資法人債発行費 ― 23,035

　　繰延資産合計 136,231 114,375

　資産合計 203,795,228 204,447,308

（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成27年７月31日）

当　期
（平成28年１月31日）

負債の部

　流動負債

　　営業未払金 644,234 561,038

　　短期借入金 2,000,000 ―

　　1年内返済予定の長期借入金 ― 9,000,000

　　未払金 187,737 190,791

　　未払費用 21,472 28,924

　　未払法人税等 605 679

　　未払消費税等 ― 651,868

　　その他 11,925 12,585

　　流動負債合計 2,865,975 10,445,888

　固定負債

　　投資法人債 ― 2,000,000

　　長期借入金 73,400,000 64,400,000

　　預り敷金及び保証金 2,628 2,628

　　信託預り敷金及び保証金 8,109,511 8,109,511

　　固定負債合計 81,512,139 74,512,139

　負債合計 84,378,114 84,958,027

純資産の部

　投資主資本

　　出資総額 116,447,057 116,447,057

　　剰余金

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,970,056 3,042,224

　　　剰余金合計 2,970,056 3,042,224

　　投資主資本合計 119,417,113 119,489,281

　純資産合計 ※1� 119,417,113 ※1� 119,489,281

負債純資産合計 203,795,228 204,447,308

Ⅱ. 貸借対照表
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（単位：千円）

前　期（ご参考）
自　平成27年 2年 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

営業収益

　賃貸事業収入 ※1� 9,163,638 ※1� 9,406,039

　不動産等売却益 ※2� 611 ―

　営業収益合計 9,164,250 9,406,039

営業費用

　賃貸事業費用 ※1� 5,168,792 ※1� 5,265,919

　資産運用報酬 360,189 416,931

　資産保管手数料 10,370 10,609

　一般事務委託手数料 34,440 38,634

　役員報酬 3,600 3,600

　租税公課 1,398 114

　その他営業費用 80,198 81,307

　営業費用合計 5,658,990 5,817,118

営業利益 3,505,259 3,588,920

営業外収益

　受取利息 2,842 3,915

　受取補償金 1,852 ―

　還付加算金 ― 2,301

　その他 62 ―

　営業外収益合計 4,758 6,216

営業外費用

　支払利息 345,084 356,775

　投資法人債利息 ― 5,776

　投資口交付費償却 44,891 44,891

　投資法人債発行費償却 ― 794

　融資関連費用 139,218 138,037

　その他 2,595 351

　営業外費用合計 531,789 546,626

経常利益 2,978,228 3,048,510

税引前当期純利益 2,978,228 3,048,510

法人税、住民税及び事業税 8,765 6,658

法人税等調整額 26 △ 19

法人税等合計 8,791 6,638

当期純利益 2,969,437 3,041,872

前期繰越利益 619 351

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,970,056 3,042,224

前期（ご参考）（自 平成27年2月1日　至 平成27年7月31日）
（単位：千円）

投 資 主 資 本

純資産合計
出資総額

剰 余 金
投資主資本

合　計
当期未処分利
益又は当期未
処理損失（△）

剰余金合計

当期首残高 96,351,350 2,349,969 2,349,969 98,701,319 98,701,319

当期変動額

　新投資口の発行 20,095,707 20,095,707 20,095,707

　剰余金の配当 △2,349,350 △2,349,350 △2,349,350 △2,349,350

　当期純利益 2,969,437 2,969,437 2,969,437 2,969,437

当期変動額合計 20,095,707 620,087 620,087 20,715,794 20,715,794

当期末残高 ※1
116,447,057 2,970,056 2,970,056 119,417,113 119,417,113

当期（自 平成27年8月1日　至 平成28年1月31日）
（単位：千円）

投 資 主 資 本

純資産合計
出資総額

剰 余 金
投資主資本

合　計
当期未処分利
益又は当期未
処理損失（△）

剰余金合計

当期首残高 116,447,057 2,970,056 2,970,056 119,417,113 119,417,113

当期変動額

　剰余金の配当 △2,969,704 △2,969,704 △2,969,704 △2,969,704

　当期純利益 3,041,872 3,041,872 3,041,872 3,041,872

当期変動額合計 ― 72,167 72,167 72,167 72,167

当期末残高 ※1
116,447,057 3,042,224 3,042,224 119,489,281 119,489,281

Statement of Income Statements of Changes in Unitholder's Equity

Ⅲ. 損益計算書 Ⅳ. 投資主資本等変動計算書

46 47



Notes to the Financial Statements

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項　　目
前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

1.	 固定資産の減価償却の方法 ①有形固定資産
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりであります。
　信託建物	 3年〜41年
　信託構築物	 3年〜35年

②長期前払費用
　定額法を採用しています。

①有形固定資産
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりであります。
　信託建物	 3年〜41年
　信託構築物	 3年〜35年
　信託工具、器具及び備品	 6年
②長期前払費用
　定額法を採用しています。

2.	 繰延資産の処理方法 投資口交付費
　3年間で均等額を償却しています。

①投資口交付費
　3年間で均等額を償却しています。
②投資法人債発行費
　投資法人債の償還までの期間にわたり定額法
により償却しています。

3.	� 外貨建の資産及び負債の本邦通貨
への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しています。

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しています。

4.	 収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法
　保有する不動産にかかる固定資産税、都市計
画税及び償却資産税等については、賦課決定さ
れた税額のうち当該決算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用して
います。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信
託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担すべ
き初年度の固定資産税等相当額については、費
用に計上せず当該不動産等の取得原価に算入し
ています。
　当期において不動産等の取得原価に算入した
固定資産税等相当額は450,326千円です。

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産にかかる固定資産税、都市計
画税及び償却資産税等については、賦課決定さ
れた税額のうち当該決算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用して
います。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信
託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担すべ
き初年度の固定資産税等相当額については、費
用に計上せず当該不動産等の取得原価に算入し
ています。
　当期において不動産等の取得原価に算入した
固定資産税等相当額はありません。

5.	 ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理を採用して
います。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段  金利スワップ取引
　ヘッジ対象  借入金金利

③ヘッジ方針
　本投資法人は、リスク管理の基本方針を定
めた規程に基づき、投資法人規約に規定する
リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引
を行っています。

④ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たして
いるため、有効性の評価を省略しています。

①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理を採用して
います。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段  金利スワップ取引
　ヘッジ対象  借入金金利

③ヘッジ方針
　本投資法人は、リスク管理の基本方針を定
めた規程に基づき、投資法人規約に規定する
リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引
を行っています。

④ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たして
いるため、有効性の評価を省略しています。

項　　目
前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

6.	� その他計算書類作成のための基本
となる重要な事項

①�不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権につきましては、信託財産内の全ての資
産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全て
の収益及び費用勘定について、貸借対照表及
び損益計算書の該当勘定科目に計上していま
す。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記することとしてい
ます。

（1）	信託現金及び信託預金
（2）	信託建物、信託構築物、信託土地
（3）	信託借地権
（4）	信託預り敷金及び保証金

②消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっています。

①�不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権につきましては、信託財産内の全ての資
産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全て
の収益及び費用勘定について、貸借対照表及
び損益計算書の該当勘定科目に計上していま
す。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記することとしてい
ます。

（1）	信託現金及び信託預金
（2）	�信託建物、信託構築物、信託工具、器具

及び備品、信託土地、信託建設仮勘定
（3）	信託借地権
（4）	信託預り敷金及び保証金

②消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜
方式によっています。

（貸借対照表に関する注記）
前　期（ご参考）
（平成27年7月31日）

当　期
（平成28年1月31日）

※1.	�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低
純資産額� 50,000千円

※1.	�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低
純資産額� 50,000千円

（損益計算書に関する注記）
前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

※1.	不動産賃貸事業損益の内訳� （単位：千円）
A.	不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入
賃料収入	 9,162,254
その他賃貸事業収入	 1,383
不動産賃貸事業収益合計	 9,163,638

B.	不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
管理業務費	 25,679
修繕費	 346,012
保険料	 48,892
信託報酬	 12,402
支払地代	 1,196,635
租税公課	 876,620
減価償却費	 2,659,956
その他賃貸事業費用	 2,591
不動産賃貸事業費用合計	 5,168,792

C.	不動産賃貸事業損益（A−B）	 3,994,846

※1.	不動産賃貸事業損益の内訳� （単位：千円）
A.	不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入
賃料収入	 9,387,809
その他賃貸事業収入	 18,229
不動産賃貸事業収益合計	 9,406,039

B.	不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
管理業務費	 26,539
修繕費	 371,869
保険料	 50,673
信託報酬	 12,710
支払地代	 1,248,376
租税公課	 876,394
減価償却費	 2,677,691
その他賃貸事業費用	 1,664
不動産賃貸事業費用合計	 5,265,919

C.	不動産賃貸事業損益（A−B）	 4,140,119

Ⅴ. 注記表
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前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

※2.	不動産等売却益の内訳� （単位：千円）
（イオンモール直方の土地の一部）

不動産等売却収入	 3,867
不動産等売却原価	 3,237
その他売却費用	 19
不動産等売却益	 611

―

（投資主資本等変動計算書に関する注記）
前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

※1.	発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数	 10,000,000口
発行済投資口の総口数	 1,090,200口

※1.	発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数	 10,000,000口
発行済投資口の総口数	 1,090,200口

（税効果会計に関する注記）
前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

1.	 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：千円）

繰延税金資産
　未払事業税損金不算入額	 ―
　繰延税金資産合計	 ―
　繰延税金資産の純額	 ―

1.	 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：千円）

繰延税金資産
　未払事業税損金不算入額	 19
　繰延税金資産合計	 19
　繰延税金資産の純額	 19

2.	� 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率	 34.15
　（調整）
　支払分配金の損金算入額	 △34.05
　その他	 0.19
税効果会計適用後の法人税等の負担率	 0.30

2.	� 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率	 32.31
　（調整）
　支払分配金の損金算入額	 △32.24
　その他	 0.15
税効果会計適用後の法人税等の負担率	 0.22

3.	� 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金
額の修正
　平成27年3月31日に公布された「所得税法等の一部を改正す
る法律」（平成27年法律第9号）により、平成27年4月1日以後
に開始する事業年度から法人税率が引き下げられることになりま
した。これに伴い、平成27年8月1日に開始する事業年度に解消
が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金
負債の計算に使用される法定実効税率が従来の34.15％から
32.31％に変更されます。
　この税率変更による影響はありません。

―

（金融商品に関する注記）
前期（ご参考）（自　平成27年2月1日　至　平成27年7月31日）

1.	 金融商品の状況に関する事項
（1）	金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、安定性、機動性、効率性を財務方針の基本とし、資産の取得による運用資産の成長等を目的として、借入
れ及び投資口の発行等により資金調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスク、外貨建の営業債権及び債務から生じる為替の変動リスク、
その他のリスクをヘッジすることを目的とした運用に限るものとします。

（2）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金の資金使途は、主に不動産及び不動産を信託財産とする信託受益権の取得です。
　信託預り敷金及び保証金は、賃貸借契約に係るテナントからの預り金です。
　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、負債比率等を適正に管理することで、市場金利の上昇が本投
資法人の運営に与える影響を限定的にしています。さらに、変動金利の借入金のうち一部については、支払金利の変動リスク
を回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。なお、
ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価し
ています。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定をもって有効性の評価を省略し
ています。
　デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っています。
　また、借入金、信託預り敷金及び保証金は、流動性リスクに晒されていますが、本投資法人では、資産運用会社が月次で資
金繰計画を作成すること、手許流動性を維持すること等により流動性リスクを管理しています。
　海外不動産の取得に伴う外貨建の営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、総資産に占める比率が低いことから、
資産運用会社がモニタリングを行い、先物為替予約取引等のデリバティブ取引を利用してヘッジすることの要否を検討する体
制をとっています。

（3）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも
あります。

2.	 金融商品の時価等に関する事項
　平成27年7月31日現在の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものは次表には含めていません（注2）。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）	現金及び預金 6,795,562 6,795,562 ―
（2）	信託現金及び信託預金 4,668,783 4,668,783 ―

資　産　計 11,464,345 11,464,345 ―
（3）	短期借入金 2,000,000 2,000,000 ―
（4）	長期借入金 73,400,000 74,595,531 1,195,531

負　債　計 75,400,000 76,595,531 1,195,531
（5）	デリバティブ取引 ― ― ―
（注1）	金融商品の時価の算定方法

（1）	現金及び預金（2） 信託現金及び信託預金（3） 短期借入金
	 	 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
（4）	長期借入金
	 	 �長期借入金のうち、変動金利によるものは金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっています。また、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっています。なお、金利スワップの特例処理によるものの時価については、ヘッジ対象とされている長期借入金の時価に
含めて記載しています。

（5）	デリバティブ取引
	 	 ①ヘッジ会計が適用されていないもの
	 	 　該当事項はありません。
	 	 ②ヘッジ会計が適用されているもの
	 	 　ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引
の種類等 主なヘッジ対象

契 約 額 等
時 価 当該時価

の算定方法うち1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 63,700,000 63,700,000 （注） ―

（注）	�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時
価に含めて記載しています（上記「（4）長期借入金」参照）。
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（注2）	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。
（単位：千円）

区　　分 貸借対照表計上額
預り敷金及び保証金 2,628
信託預り敷金及び保証金 8,109,511

合　　計 8,112,139
　賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金及び信託預り敷金及び保証金に関しては、市場価格がなく、かつ合理的にキャッシュ・フ
ローを見積もることができないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（注3）	金銭債権の決算日（平成27年7月31日）後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内
現金及び預金 6,795,562
信託現金及び信託預金 4,668,783

合　　計 11,464,345
（注4）	借入金の決算日（平成27年7月31日）後の返済予定額

（単位：千円）
1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

短期借入金 2,000,000 ― ― ― ― ―
長期借入金 ― 9,000,000 700,000 27,000,000 1,200,000 35,500,000

合　計 2,000,000 9,000,000 700,000 27,000,000 1,200,000 35,500,000

当期（自　平成27年8月1日　至　平成28年1月31日）

1.	 金融商品の状況に関する事項
（1）	金融商品に対する取組方針
　本投資法人では、安定性、機動性、効率性を財務方針の基本とし、資産の取得による運用資産の成長等を目的として、借入れ、
投資法人債（短期投資法人債を含みます。以下同じです。）の発行及び投資口の発行等により資金調達を行います。
　デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスク、外貨建の営業債権及び債務から生じる為替の変動リスク、
その他のリスクをヘッジすることを目的とした運用に限るものとします。

（2）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金及び投資法人債の資金使途は、主に不動産及び不動産を信託財産とする信託受益権の取得です。
　信託預り敷金及び保証金は、賃貸借契約に係るテナントからの預り金です。
　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、負債比率等を適正に管理することで、市場金利の上昇が本投
資法人の運営に与える影響を限定的にしています。さらに、変動金利の借入金のうち一部については、支払金利の変動リスク
を回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。なお、
ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価し
ています。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定をもって有効性の評価を省略し
ています。
　デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っています。
　また、借入金、投資法人債、信託預り敷金及び保証金は、流動性リスクに晒されていますが、本投資法人では、資産運用会
社が月次で資金繰計画を作成すること、手許流動性を維持すること等により流動性リスクを管理しています。
　海外不動産の取得に伴う外貨建の営業債権は為替の変動リスクに晒されていますが、総資産に占める比率が低いことから、
資産運用会社がモニタリングを行い、先物為替予約取引等のデリバティブ取引を利用してヘッジすることの要否を検討する体
制をとっています。

（3）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも
あります。

2.	 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年1月31日現在の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものは次表には含めていません（注2）。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）	現金及び預金 11,288,616 11,288,616 ―
（2）	信託現金及び信託預金 4,662,204 4,662,204 ―

資　産　計 15,950,821 15,950,821 ―
（3）	1年内返済予定の長期借入金 9,000,000 9,000,000 ―
（4）	投資法人債 2,000,000 2,038,400 38,400
（5）	長期借入金 64,400,000 65,944,720 1,544,720

負　債　計 75,400,000 76,983,120 1,583,120
（6）	デリバティブ取引 ― ― ―
（注1）	金融商品の時価の算定方法

（1）	現金及び預金（2） 信託現金及び信託預金
	 	これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
（3）	1年内返済予定の長期借入金（5） 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。また、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっています。なお、金利スワップの特例処理によるものの時価については、ヘッジ対象とされている長期借入金の時価に
含めて記載しています。

（4）	投資法人債
投資法人債は日本証券業協会による公表参考値によっています。

（6）	デリバティブ取引
	 	①ヘッジ会計が適用されていないもの
	 	　該当事項はありません。
	 	②ヘッジ会計が適用されているもの
	 	　ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引
の種類等 主なヘッジ対象

契 約 額 等
時 価 当該時価

の算定方法うち1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払 長期借入金 63,700,000 63,700,000 （注） ―

（注）	�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時
価に含めて記載しています（上記「（5）長期借入金」参照）。

（注2）	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。
（単位：千円）

区　　分 貸借対照表計上額
預り敷金及び保証金 2,628
信託預り敷金及び保証金 8,109,511

合　　計 8,112,139
　賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金及び信託預り敷金及び保証金に関しては、市場価格がなく、かつ合理的にキャッシュ・フ
ローを見積もることができないことから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

（注3）	金銭債権の決算日（平成28年1月31日）後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内
現金及び預金 11,288,616
信託現金及び信託預金 4,662,204

合　　計 15,950,821
（注4）	投資法人債、借入金の決算日（平成28年1月31日）後の返済予定額

（単位：千円）
1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

1年内返済予定の
長期借入金 9,000,000 ― ― ― ― ―

投資法人債 ― ― ― ― ― 2,000,000
長期借入金 ― 700,000 27,000,000 1,200,000 22,000,000 13,500,000

合　計 9,000,000 700,000 27,000,000 1,200,000 22,000,000 15,500,000
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（賃貸等不動産に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成27年2月1日　至  平成27年7月31日）
　本投資法人は、商業施設を保有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、以下のとおりで
す。また、賃貸等不動産に関する平成27年7月期における損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 当期末の時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

155,380,069 34,311,286 189,691,355 206,311,800
（注1）	貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注2）	�当期増加額のうち、主な増加理由は6物件（イオンモール札幌平岡、イオンモール釧路昭和、イオンモール利府、イオンモール山形南、イオンモール四日市

北、イオンモールKYOTO）の取得（35,906,307千円）・換地処分による土地の増加（161,873千円）・既存物件の店舗活性化改修工事等資本的支出
（798,591千円）及び土地の購入による増加（107,708千円）によるものであり、当期減少額のうち、主な減少理由は減価償却費（2,659,956千円）及び土
地の売却（3,237千円）の計上によるものです。

（注3）	当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

当期（自  平成27年8月1日　至  平成28年1月31日）
　本投資法人は、商業施設を保有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、以下のとおりで
す。また、賃貸等不動産に関する平成28年1月期における損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 当期末の時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

189,691,355 △2,438,923 187,252,432 208,355,400
（注1）	貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注2）	�当期増加額のうち、主な増加理由は既存物件の外壁塗装等資本的支出（238,768千円）によるものであり、当期減少額のうち、主な減少理由は減価償却費

（2,677,691千円）の計上によるものです。
（注3）	当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

（関連当事者との取引に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成27年2月1日　至  平成27年7月31日）

属 性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の所
有口数割合

（％）
取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

その他の関係
会社の子会社

イオンリテール
株式会社 小売業 － 賃貸事業収入 4,082,794 信託預り敷金

及び保証金 3,552,595

支払地代等 724,554 ― ―

その他の関係
会社の子会社 イオンモール株式会社 不動産業 －

不動産信託受益権
の購入 21,470,000 ― ―

賃貸事業収入 4,448,055

預り敷金及び
保証金 2,628

信託預り敷金
及び保証金 4,556,916

支払地代等 334,161 ― ―
その他の関係
会社の子会社 イオン北海道株式会社 小売業 － 賃貸事業収入 608,119 ― ―

支払地代等 137,896 ― ―

その他の関係
会社の子会社 株式会社イオン銀行 銀行業 －

長期借入金の借入 300,000 長期借入金 2,300,000

支払利息 6,428 未払費用 395

融資手数料の支払 1,395 ― ―

その他の関係
会社の子会社 イオンマレーシア社 小売業 － 賃貸事業収入

（注4）
23,286 ― ―

資産保管会社 三井住友信託銀行株式会社
（注5）

銀行業及び
信託業 2.49

長期借入金の借入 1,400,000 長期借入金 9,400,000
支払利息 44,281 未払費用 2,826
融資手数料の支払 11,718 ― ―

（注1）	投資口の所有口数割合については、小数点第2位以下を切り捨てています。
（注2）	�上記金額のうち、取引金額については消費税等が含まれておりません。
（注3）	取引条件の決定については、市場の実勢に基づき価格交渉の上決定しています。
（注4）	�「取引金額」欄は、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。
（注5）	�平成27年2月27日に借入れた長期借入金のうち8,500,000千円について平成27年2月25日に金利スワップ契約を締結しています。

当期（自  平成27年8月1日　至  平成28年1月31日）

属 性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の所
有口数割合

（％）
取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

その他の関係
会社の子会社

イオンリテール
株式会社 小売業 － 賃貸事業収入 4,143,082 信託預り敷金

及び保証金 3,552,595

支払地代等 748,735 ― ―

その他の関係
会社の子会社 イオンモール株式会社 不動産業 － 賃貸事業収入 4,545,912

預り敷金及び
保証金 2,628

信託預り敷金
及び保証金 4,556,916

支払地代等 334,166 ― ―
その他の関係
会社の子会社 イオン北海道株式会社 小売業 － 賃貸事業収入 678,168 ― ―

支払地代等 165,475 ― ―

その他の関係
会社の子会社 株式会社イオン銀行 銀行業 －

長期借入金の借入 ― 長期借入金 2,300,000

支払利息 6,619 未払費用 431

その他の関係
会社の子会社 イオンマレーシア社 小売業 － 賃貸事業収入

（注4）
20,646 ― ―

資産保管会社 三井住友信託銀行株式会社 銀行業及び
信託業 2.49 長期借入金の借入 ―

1年内返済予定
の長期借入金 1,000,000
長期借入金 8,400,000

支払利息 47,275 未払費用 3,083
（注1）	投資口の所有口数割合については、小数点第2位以下を切り捨てています。
（注2）	�上記金額のうち、取引金額については消費税等が含まれておりません。
（注3）	取引条件の決定については、市場の実勢に基づき価格交渉の上決定しています。
（注4）	�「取引金額」欄は、取引発生時の為替相場（取引の行われた月の前月の直物為替相場の平均）を用いて円貨に換算しています。

（1口当たり情報に関する注記）
前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

1口当たり純資産額	 109,536円
1口当たり当期純利益	 2,746円

　1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で
除することにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在
投資口が存在しないため記載しておりません。

1口当たり純資産額	 109,603円
1口当たり当期純利益	 2,790円

　1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で
除することにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在
投資口が存在しないため記載しておりません。

（注）	1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

当期純利益（千円） 2,969,437 3,041,872

普通投資主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,969,437 3,041,872

期中平均投資口数（口） 1,081,176 1,090,200
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Notes to the Financial Statements

（重要な後発事象に関する注記）
前期（ご参考）（自　平成27年2月1日　至　平成27年7月31日）
　該当事項はありません。

当期（自　平成27年8月1日　至　平成28年1月31日）
1.	 新投資口の発行について
　本投資法人は、平成28年1月18日及び平成28年2月1日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行を決議し、公募に
よる新投資口については平成28年2月8日、第三者割当による新投資口については平成28年2月25日にそれぞれ払込みが完了して
います。

（1） 公募による新投資口発行
発行新投資口数	 208,826口	（国内135,737口、海外73,089口（注））
発行価格	 1口当たり125,190円
発行価格の総額	 26,142,926,940円
発行価額	 1口当たり121,081円
発行価額の総額	 25,284,860,906円
払込期日	 平成28年 2月 8日
分配金起算日	 平成28年 2月 1日
（注）	�米国、欧州及びアジアを中心とする海外市場（但し、米国においては1933年米国証券法に基づくルール144Aに従った適格機関投資家に対する販売に限ります。）

における本投資口の海外募集です。

（2） 第三者割当による新投資口発行
発行新投資口数	 10,441口
発行価額	 1口当たり121,081円
発行価額の総額	 1,264,206,721円
払込期日	 平成28年 2月25日
分配金起算日	 平成28年 2月 1日
割当先	 野村證券株式会社

（3） 資金使途
　上記の公募に係る調達資金については、後記「2．資産の取得について」に記載の不動産信託受益権（「イオンモール甲府昭和
（土地の追加取得）」を除きます。）の取得資金の一部に充当します。第三者割当に係る調達資金については、手元資金とし、将来
の特定資産の取得資金の一部又は有利子負債の返済資金の一部に充当します。

2.	 資産の取得について
　本投資法人は、以下の不動産信託受益権4件（取得価額の合計37,169百万円）を取得しました。

物件名称 所在地 取得価額
（百万円） 取得日 取得先

イオンモール大和郡山 奈良県大和郡山市 14,500 平成28年 2月29日 イオンモール株式会社
イオンモール甲府昭和 山梨県中巨摩郡 8,000 平成28年 2月29日 イオンモール株式会社
イオンモール甲府昭和

（土地の追加取得） 山梨県中巨摩郡 389 平成28年 3月 1日 昭和町常永土地区画整理組合

ダイエー川崎プロセスセンター 神奈川県川崎市 14,280 平成28年 2月15日 東京センチュリーリース株式会社
合　　　計 ― 37,169 ― ―

（注）	�取得価額には、取得に要する消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まない金額（各取得資産に係る売買契約に記載された各信託受益権の売
買代金）を記載しています。

　本投資法人は、以下の不動産信託受益権2件（取得予定価額の合計18,600百万円）の売買契約を平成28年1月18日に締結しま
した。

物件名称 所在地 取得予定価額
（百万円） 取引実行日 取得先

イオンモール千葉ニュータウン
（モール棟、シネマ・スポーツ棟） 千葉県印西市 12,190 平成28年 3月29日 東京センチュリーリース株式会社

イオン茅ヶ崎中央
ショッピングセンター 神奈川県茅ヶ崎市 6,410 平成28年 5月31日 三井住友ファイナンス＆リース

株式会社
合　　　計 ― 18,600 ― ―

（注）	�取得予定価額には、取得に要する消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含まない金額（各取得予定資産に係る売買契約に記載された各信託受
益権の売買代金）を記載しています。

3.	 資金の借入れについて
　本投資法人は、上記「2．資産の取得について」に記載の「イオンモール大和郡山」及び「イオンモール甲府昭和」の取得資金
及び関連費用の一部に充当するため、以下の資金の借入れを実行しました。

区
分 借入先 借入

金額 利率 借入
実行日

返済
期限

返済
方法 担保

長
期

株式会社みずほ銀行
20億円 基準金利（全銀協3か月日本円

TIBOR）に0.22％を加えた利率

平成28年
2月29日

平成29年
10月20日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行

41億円
基準金利（全銀協3か月日本円
TIBOR）に0.22％を加えた利率
（注1）

平成31年
10月21日

株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
農林中央金庫
みずほ信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行
株式会社百五銀行
株式会社みずほ銀行

10億円 基 準 金 利（ 全 銀 協3か 月 日 本 円
TIBOR）に1.12％を加えた利率（注2）

平成39年
10月20日三井住友信託銀行株式会社

（注1）	�平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.14750％で固定されています。
（注2）	�平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に1.40730％で固定されています。

　本投資法人は、上記「2．資産の取得について」に記載の「イオンモール千葉ニュータウン（モール棟、シネマ・スポーツ棟）」
及び「イオン茅ヶ崎中央ショッピングセンター」の取得資金及び関連費用の一部に充当するため、以下の個別タームローン貸付契
約を平成28年2月25日に締結しました。

区
分 借入先 借入

金額 利率 借入
実行日

返済
期限

返済
方法 担保

長
期

株式会社みずほ銀行

60億円
基準金利（全銀協3か月日本円
TIBOR）に0.37％を加えた利率
（注1）

平成28年
3月29日

平成33年
10月20日

期限
一括
弁済

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
農林中央金庫
みずほ信託銀行株式会社
株式会社りそな銀行
株式会社三重銀行
株式会社百五銀行
株式会社七十七銀行
株式会社広島銀行
株式会社みずほ銀行

58億円
基準金利（全銀協3か月日本円
TIBOR）に0.52％を加えた利率
（注2）

平成34年
10月20日

株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
農林中央金庫
みずほ信託銀行株式会社
株式会社日本政策投資銀行
株式会社イオン銀行
株式会社みずほ銀行

66億円
基準金利（全銀協3か月日本円
TIBOR）に0.82％を加えた利率
（注3）

平成28年
5月31日

平成37年
10月20日

株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社イオン銀行
株式会社三重銀行

（注1）	�平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.35125％で固定されています。
（注2）	�平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.54100％で固定されています。
（注3）	�平成28年2月25日付金利スワップ契約締結により、実質的に0.99100％で固定されています。
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Statement of Cash Distribution Audit Report

（単位：円）

前　期（ご参考）
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

Ⅰ	当期未処分利益 2,970,056,366 3,042,224,005
Ⅱ	分配金の額 2,969,704,800 3,041,658,000
	 （投資口1口当たり分配金の額） （2,724） （2,790）
Ⅲ	次期繰越利益 351,566 566,005

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第35条第1項に定め
る金銭の分配の方針に従い、分配金の額
は利益の金額を限度とし、かつ租税特別
措置法第67条の15に規定されている本投
資法人の配当可能利益の金額の100分の
90に相当する金額を超えるものとしてい
ます。かかる方針により、当期未処分利
益を超えない額で発行済投資口の総口数
1,090,200口の整数倍数の最大値となる
2,969,704,800円を利益分配金として分
配することとしました。なお、本投資法
人の規約第35条第2項に定める利益を超
えた金銭の分配は行いません。

　本投資法人の規約第35条第1項に定め
る金銭の分配の方針に従い、分配金の額
は利益の金額を限度とし、かつ租税特別
措置法第67条の15に規定されている本投
資法人の配当可能利益の金額の100分の
90に相当する金額を超えるものとしてい
ます。かかる方針により、当期未処分利
益を超えない額で発行済投資口の総口数
1,090,200口の整数倍数の最大値となる
3,041,658,000円を利益分配金として分
配することとしました。なお、本投資法
人の規約第35条第2項に定める利益を超
えた金銭の分配は行いません。

Ⅵ. 金銭の分配に係る計算書 Ⅶ. 会計監査人の監査報告書

58 59



Statement of Cash Flow

（単位：千円）

前　期
自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 2,978,228 3,048,510
　減価償却費 2,659,956 2,677,691
　投資法人債発行費償却 ― 794
　投資口交付費償却 44,891 44,891
　受取利息 △2,842 △3,915
　支払利息 345,084 362,551
　未収消費税等の増減額（△は増加） △1,270,899 1,270,899
　未払消費税等の増減額（△は減少） △205,608 651,868
　前払費用の増減額（△は増加） △218 △9,266
　営業未払金の増減額（△は減少） 278,835 133,269
　未払金の増減額（△は減少） 53,698 3,053
　長期前払費用の増減額（△は増加） △38,752 126,168
　信託有形固定資産の売却による減少額 3,237 ―
　その他 2,169 △13,482
　小計 4,847,779 8,293,036
　利息の受取額 2,461 4,296
　利息の支払額 △343,201 △355,100
　法人税等の支払額 △9,195 △6,572
　営業活動によるキャッシュ・フロー 4,497,843 7,935,661
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出 △107,708 ―
　信託有形固定資産の取得による支出 △31,673,390 △456,746
　信託無形固定資産の取得による支出 △5,092,230 ―
　預り敷金及び保証金の受入による収入 2,628 ―
　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 698,122 ―
　投資活動によるキャッシュ・フロー △36,172,578 △456,746
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入れによる収入 2,000,000 ―
　短期借入金の返済による支出 ― △2,000,000
　長期借入れによる収入 10,400,000 ―
　投資法人債の発行による収入 ― 1,976,169
　投資口の発行による収入 20,038,101 ―
　分配金の支払額 △2,348,572 △2,968,261
　財務活動によるキャッシュ・フロー 30,089,528 △2,992,091
現金及び現金同等物に係る換算差額 69 △347
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,585,137 4,486,475
現金及び現金同等物の期首残高 13,049,482 11,464,345
現金及び現金同等物の期末残高 ※1� 11,464,345 ※1� 15,950,821

（重要な会計方針に関する注記）（参考情報）

項　　目
前　期

自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

キャッシュ・フロー計算書における
資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信
託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金
並びに容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わない取得
日から3ヵ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなります。

　キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信
託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金
並びに容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わない取得
日から3ヵ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなります。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）
前　期

自　平成27年 2月 1日
至　平成27年 7月31日

当　期
自　平成27年 8月 1日
至　平成28年 1月31日

※1.	�現金及び現金同等物の期末残高（平成27年7月31日現在）と
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）
現金及び預金	 6,795,562
信託現金及び信託預金	 4,668,783
現金及び現金同等物	 11,464,345

※1.	�現金及び現金同等物の期末残高（平成28年1月31日現在）と
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）
現金及び預金	 11,288,616
信託現金及び信託預金	 4,662,204
現金及び現金同等物	 15,950,821

Ⅷ. キャッシュ・フロー計算書（参考情報）
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投資法人の仕組み及び資産運用会社の概要 ホームページのご紹介
本投資法人の仕組図

本資産運用会社の概要

投資主総会

イオンリート投資法人

執行役員：河原健次
監督役員：安保智勇
監督役員：関葉子

役員会

会計監査人

PwCあらた監査法人

本資産運用会社

イオン・リートマネジメント株式会社

投資主名簿等管理人

みずほ信託銀行株式会社

機関運営事務受託者

会計事務受託者

スポンサー会社

イオン株式会社（注）

パイプラインサポート会社
SCマネジメント提供会社

（イ）

（ハ）

投資法人債に関する
事務受託者

株式会社みずほ銀行

（ル）

（ニ）

（ホ）

資産保管会社

三井住友信託銀行株式会社
（ロ）

（ヘ）

（ト）

（リ）（チ）

（ヲ）（チ）
パイプラインサポート会社

物流施設マネジメント提供会社

イオングローバルSCM株式会社

（ヌ） マレーシア不動産投資に
関するサポート会社

AEON CO.（M） BHD.
AEON BIG（M） SDN. BHD.

三井住友信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

イオンモール株式会社（注）
イオンリテール株式会社（注）
イオン北海道株式会社
イオン九州株式会社
イオン琉球株式会社
イオンタウン株式会社

名 称  イオン・リートマネジメント株式会社
資 本 金 の 額  350百万円（本書の日付現在）
大 株 主 の 状 況  イオン株式会社（100％）
代 表 取 締 役 社 長  河原  健次

登 録 ・ 免 許 等

■宅地建物取引業  東京都知事（１）第94328号
■取引一任代理等  国土交通大臣認可第73号
■金融商品取引業  関東財務局長（金商）第2668号
■一般社団法人投資信託協会会員

株主総会

（イ）資産運用委託契約
（ロ）資産保管業務委託契約
（ハ）投資口事務代行委託契約

（ニ）一般事務委託契約
（ホ）会計事務等に関する業務委託契約
（ヘ）商標使用許諾契約

（ト）スポンサーサポート契約
（チ）パイプラインサポート契約
（リ）SCマネジメント契約

（ヌ）マレーシア不動産投資に関する覚書
（ル）財務及び発行・支払代理契約
（ヲ）物流施設マネジメント契約

（注）イオン株式会社、イオンモール株式会社及びイオンリテール株式会社は、特定関係法人に該当します。

本投資法人のホームページでは、タイムリーな情報開示に努め、さまざまなコンテンツをご用意しています。

取締役会

代表取締役社長

監査役

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス部

コンプライアンス委員会投資委員会

財務企画部 経営管理部 経理システム部資産管理部投資運用部

Structure Website Introduction

http://www.aeon-jreit.co.jp/

最新決算資料
決算発表後、最新の決算資料が
こちらに掲載されます。

だれでもわかるイオンのリート
イオンリートの特長を個人向け
にわかりやすく説明しています。

イオンリートの戦略
本投資法人のコンセプトや戦略
について記載しています。

プレスリリース
適時開示情報はこちらからご確
認いただけます。

RSS による情報配信機能
本投資法人の最新情報やプレスリリー
スを、RSSという技術を使用して配信し
ています。
RSSアイコンをクリックして、リンク先
をRSSリーダー対応のブラウザやソフ
トウェアに登録すると、最新情報を自動
的にお受け取りいただけます。

不動産ポートフォリオ
各個別物件の詳細について記載
しています。
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1月期決算日
1月期分配金支払

1月期資産運用報告発送 7月期決算日
7月期分配金支払

7月期資産運用報告発送

1月期決算発表
1月期決算説明会

7月期決算発表
7月期決算説明会

男性
1,048人
75.6%

女性
288人
20.8%

未回答
50人
3.6%

（%）

年代

70歳以上
520人
37.5%

60歳代
448人
32.8%

50歳代
181人
13.1%

40歳代
100人
7.2%

30歳代
56人
4.0%

29歳以下
21人
1.5%

未回答
60人
4.3%

0 10 20 30 40 50 60

57.9

36.1

30.8

15.3

9.3

5.2

3.4

13.1

性別

8月 11月 12月

投資口価格の推移

投資主の皆さまについて

資産運用報告について

投資主さまからのご意見・ご要望

投資主構成（平成28年1月末現在）

IRスケジュール

（注）	本投資法人の投資口価格は、上場日である平成25年11月22日の終値113,600円を100として数値化しています。
東証REIT指数は、本投資法人の上場日である平成25年11月22日の終値を100として数値化しています。

305人
1.9

金融機関
106人

その他

外国法人等
146人
0.9%

証券会社
25人
0.2%

0.7%

数主資投別者有所数口資投別者有所

4.4

証券会社
48,401

%

個人・その他
15,700人

個人・その他
108,249口

金融機関
565,619口

その他
国内法人
269,834口

国内法人

外国法人等
98,097口

96.4%

9.9%

24.8%

9.0%

%
51.9%1,090,200口 16,282人

計計

口

投資主インフォメーション アンケート結果
第5期資産運用報告の送付時に実施したアンケートに、約1,386名の方々からご回答をいただきました。
ご協力いただき、誠にありがとうございました。
お寄せいただいた貴重なご意見・ご感想の一部をご紹介させていただきます。

投資主の皆さまからお寄せいただく忌憚ないご意見・ご感想は、大変貴重なメッセージとして受け止め、日々の活動や資産運用
報告の制作に役立たせていきます。今後も、皆さまの変わらぬご支援、ご協力をお願いいたします。

レイクタウン特集は、すご
くおしゃれな建物でぜひ
行ってみたいと思えた。こ
ういう定期的な改装は、集
客力を安定させるために継
続して行ってほしい。

日本は高齢化社会が進み良
くて横ばい。今後成長性が
期待出来るアジア展開を進
めて下さい。

イオングループと物流施設
には関連がありそうだから、
取得に関して積極的取組み
を期待します。

イオングループとの連携を
深めるとともに透明性の高
い体制を。長期に安定した
分配金の確保･地域の生活
インフラ資産の個性を最大
化することにより投資家へ
の還元を実現してほしい。

分配金が安定

投資口価格の
値上がり期待

ファンドの成長性

保有物件の質

不動産市場動向

ファンド規模が大きい

その他

未記入

わかりやすさに
ついて わかりやすい 35.3％ ややわかりやすい 48.1％ 11.5％

ややわかりにくい

わかりにくい 1.1％

未回答 4.0％

1月 7月2月 3月 4月 5月 6月 9月 10月

特によかったページとしては、「決算ハイライト（P6〜7）」24件、「イオンのポートフォリオ（P14〜24）」19件、「投資主の皆さまへ
（P2〜3）」「資産運用報告（P25〜39）」各13件となりました。

Investor's Information Questionnaire Result
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